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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ラジカル重合性不飽和単量体の重合体構造（ａ１）の側鎖にポリ（パーフルオロアルキ
レンエーテル）鎖（ａ２）と、ラジカル重合性不飽和基（ａ３）と、酸基の中和塩構造（
ａ４）とを有する、又は複数のラジカル重合性不飽和単量体の重合体構造（ａ１）がポリ
（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖（ａ２）を介して結節されており、かつ、前記重
合体構造（ａ１）の側鎖にラジカル重合性不飽和基（ａ３）と酸基の中和塩構造（ａ４）
とを有し、
　前記ラジカル重合性不飽和単量体の重合体構造（ａ１）のラジカル重合性不飽和単量体
が、（メタ）アクリル系単量体、芳香族ビニル系単量体、ビニルエステル系単量体、又は
マレイミド系単量体であり、
　前記ラジカル重合性不飽和基（ａ３）が、下記構造式（Ｕ－１）～（Ｕ－５）で示され
るいずれかであり、
　前記酸基の中和塩構造（ａ４）が、カルボキシル基のアミン塩構造であることを特徴と
する含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂。
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【化１】

【請求項２】
　前記ポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖（ａ２）１本に含まれるフッ素原子の
合計が１８～２００個の範囲である請求項１に記載の含フッ素活性エネルギー線硬化型樹
脂。
【請求項３】
　前記カルボキシル基のアミン塩構造がカルボキシル基と３級アミンとの塩構造である請
求項１記載の含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂。
【請求項４】
　前記３級アミンがＮ，Ｎ－ジメチルエタノールアミンである請求項３記載の含フッ素活
性エネルギー線硬化型樹脂。
【請求項５】
　ラジカル重合性不飽和単量体の重合体構造（ａ１）、ポリ（パーフルオロアルキレンエ
ーテル）鎖（ａ２）及びラジカル重合性不飽和基（ａ３）を有する、酸価が１０～６００
ｍｇＫＯＨ／ｇの含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂と、アミン化合物との反応物であ
り、該アミン化合物の使用量が該含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂が有する酸に対し
て０．５～１．０当量である請求項１記載の含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂。
【請求項６】
　前記重合体構造（ａ１）とポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖（ａ２）とが、
スチリル基由来の構造を介して連結している請求項１記載の含フッ素活性エネルギー線硬
化型樹脂。
【請求項７】
　前記重合体構造（ａ１）の側鎖にさらにオキシアルキレン鎖を有する請求項１～６の何
れか１項記載の含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂。
【請求項８】
　前記オキシアルキレン鎖がオキシエチレン鎖を含むものである請求項７記載の含フッ素
活性エネルギー線硬化型樹脂。
【請求項９】
　前記ポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖（ａ２）が、パーフルオロメチレンエ
ーテル鎖とパーフルオロエチレンエーテル鎖とを含むものである請求項１～８の何れか１
項記載の含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂。
【請求項１０】
　ラジカル重合性不飽和単量体の重合体構造（ａ１）の側鎖にポリ（パーフルオロアルキ
レンエーテル）鎖（ａ２）と、ラジカル重合性不飽和基（ａ３）と、酸基の中和塩構造（
ａ４）とを有する、又は複数のラジカル重合性不飽和単量体の重合体構造（ａ１）がポリ
（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖（ａ２）を介して結節されており、かつ、前記重
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合体構造（ａ１）の側鎖にラジカル重合性不飽和基（ａ３）と酸基の中和塩構造（ａ４）
とを有し、
　前記ラジカル重合性不飽和単量体の重合体構造（ａ１）のラジカル重合性不飽和単量体
が、（メタ）アクリル系単量体、芳香族ビニル系単量体、ビニルエステル系単量体、又は
マレイミド系単量体であり、
　前記ラジカル重合性不飽和基（ａ３）が、下記構造式（Ｕ－１）～（Ｕ－５）で示され
るいずれかであり、
　前記酸基の中和塩構造（ａ４）が、カルボキシル基のアミン塩構造であることを特徴と
する界面活性剤。
【化２】

【請求項１１】
　前記ポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖（ａ２）１本に含まれるフッ素原子の
合計が１８～２００個の範囲である請求項１０に記載の界面活性剤。
【請求項１２】
　請求項１～９のいずれか１項記載の含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂（Ａ）と、含
フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂（Ａ）以外の活性エネルギー線硬化型親水性樹脂（Ｂ
）と、水とを含有することを特徴とする活性エネルギー線硬化型樹脂組成物。
【請求項１３】
　前記含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂（Ａ）の含有量が、組成物の不揮発分１００
質量部に対して０．００１～１０質量部である請求項１２記載の活性エネルギー線硬化型
樹脂組成物。
【請求項１４】
　請求項１２又は１３に記載の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物の硬化塗膜。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、界面活性剤として水性の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物に好適に用いる
ことができ、得られる硬化塗膜のレベリング性、防汚性の向上に寄与できる含フッ素活性
エネルギー線硬化型樹脂と、これを含む活性エネルギー線硬化型樹脂組成物及びこの組成
物を硬化して得られる硬化塗膜に関する。
【背景技術】
【０００２】
　界面活性剤、中でもフッ素系界面活性剤は、硬化塗膜（硬化物）に良好なレベリング性
、防汚性を付与できることから各種のコーティング剤に配合されている。このようなコー
ティング剤としては、例えば、アクリルアクリレート等の重合性不飽和二重結合を有する
ポリマーや、非重合性アクリル樹脂等の不飽和二重結合を有さないポリマーと、重合性単
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量体と、希釈剤として有機溶剤とを含有する活性エネルギー線硬化型樹脂組成物（有機溶
剤型の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物）が挙げられる。この有機溶剤型の活性エネル
ギー線硬化型樹脂組成物に用いる界面活性剤としては、例えば、ラジカル重合性不飽和単
量体の重合体構造とポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖とラジカル重合性不飽和
基を有するものが開示されている（例えば、特許文献１参照。）。
【０００３】
　前記有機溶剤型の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物を、例えば、スプレー塗装用塗料
として用いる場合、有機溶剤を該組成物の質量を基準として５０～９０質量％と多量に組
成物中に含有させる必要がある。そのため、該組成物を用いてプラスチック等の基材表面
に硬化塗膜を形成させる際に該組成物中の有機溶剤が揮発し作業環境を悪化させる。
【０００４】
　加えて、有機溶剤による地球規模での環境汚染も問題化してきており、世界的に有機溶
剤の使用の規制が更に強化されつつある。この様な状況下、有機溶剤を含まない水性の活
性エネルギー線硬化型樹脂組成物が開発され、特に欧州、米国、中国においてはこの水性
の組成物が主流になりつつある。しかしながら、従来の界面活性剤は水性の活性エネルギ
ー線硬化型樹脂組成物への溶解性又は分散性が良好ではなく、例えば、前記特許文献１で
開示された界面活性剤を水性の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物に添加しても、当該界
面活性剤は該組成物中で良好に溶解又は分散できず、その結果として界面活性剤としての
役割を発現できない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】国際公開第２０１１／１２２３９１号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明が解決しようとする課題は、水性の活性エネルギー線硬化性樹脂組成物に界面活
性剤として好適に用いることができ、得られる硬化塗膜のレベリング性、防汚性の向上に
寄与できる含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂、含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂
からなる界面活性剤、含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂を含む活性エネルギー線硬化
型樹脂組成物及びこの組成物を硬化して得られる硬化塗膜を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者らは、鋭意研究した結果、ポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖と重合
性不飽和基と酸基の中和塩構造とを有する樹脂は、水性の活性エネルギー線硬化型組成物
に添加することにより硬化塗膜にレベリング性、防汚性を付与でき、水性の活性エネルギ
ー線硬化性樹脂組成物に用いる界面活性剤として使用できること等を見出し、本発明を完
成するに至った。
【０００８】
　即ち、本発明は、ラジカル重合性不飽和単量体の重合体構造（ａ１）と、ポリ（パーフ
ルオロアルキレンエーテル）鎖（ａ２）と、ラジカル重合性不飽和基（ａ３）と、酸基の
中和塩構造（ａ４）とを有することを特徴とする含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂を
提供するものである。
【０００９】
　また、本発明は、ラジカル重合性不飽和単量体の重合体構造（ａ１）と、ポリ（パーフ
ルオロアルキレンエーテル）鎖（ａ２）と、ラジカル重合性不飽和基（ａ３）と、酸基の
中和塩構造（ａ４）とを有することを特徴とする界面活性剤を提供するものである。
【００１０】
　更に、本発明は、前記本発明の含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂（Ａ）と、含フッ
素活性エネルギー線硬化型樹脂（Ａ）以外の活性エネルギー線硬化型親水性樹脂（Ｂ）と
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ある。
【００１１】
　更に、本発明は、前記活性エネルギー線硬化型樹脂組成物の硬化塗膜を提供するもので
ある。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、界面活性剤として水性の活性エネルギー線硬化性樹脂組成物に好適に
用いることができる含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂を提供することができる。本発
明の含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂を含有する活性エネルギー線硬化型樹脂組成物
は、媒体が水を主とするものであってもレベリング性、防汚性に優れる硬化塗膜が得られ
、種々の用途に用いるコーティング材として用いることができる。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　本発明の含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂は、ラジカル重合性不飽和単量体の重合
体構造（ａ１）と、ポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖（ａ２）と、ラジカル重
合性不飽和基（ａ３）と、酸基の中和塩構造（ａ４）とを有することを特徴とする。
【００１４】
　このような含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂としては、例えば、ラジカル重合性不
飽和単量体の重合体構造（ａ１）の側鎖にポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖（
ａ２）と、ラジカル重合性不飽和基（ａ３）と、酸基の中和塩構造（ａ４）とを有する樹
脂〔以下、これを含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂（Ａ１）と略記することがある。
〕や、複数の重合体構造（ａ１）がポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖（ａ２）
を介して結節されており、かつ、前記重合体構造（ａ１）の側鎖にラジカル重合性不飽和
基（ａ３）と酸基の中和塩構造（ａ４）とを有する樹脂〔以下、これを含フッ素活性エネ
ルギー線硬化型樹脂（Ａ２）と略記することがある。〕等が挙げられる。
【００１５】
　本発明の含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂が有する重合体構造（ａ１）はラジカル
重合性不飽和単量体の重合体構造である。このラジカル重合性不飽和単量体としては、例
えば、（メタ）アクリル系単量体、芳香族ビニル系単量体、ビニルエステル系単量体、マ
レイミド系単量体等が挙げられる。
【００１６】
　本発明の含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂が有するポリ（パーフルオロアルキレン
エーテル）鎖（ａ２）としては、例えば、炭素原子数１～３の２価フッ化炭素基と酸素原
子が交互に連結した構造を有するものが挙げられる。炭素原子数１～３の２価フッ化炭素
基は、一種類であっても良いし複数種の混合であっても良く、具体的には、下記構造式１
で表されるものが挙げられる。 
【００１７】
【化１】

（上記構造式１中、Ｘは下記構造式ａ～ｄであり、構造式１中の全てのＸが同一構造のも
のであってもよいし、また、複数の構造がランダムに又はブロック状に存在していてもよ
い。また、ｎは繰り返し単位を表す１以上の数である。） 
【００１８】
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【化２】

【００１９】
　これらのなかでも特に硬化塗膜表面の汚れの拭き取り性が良好となって防汚性に優れた
硬化塗膜が得られることから、前記構造式ａで表されるパーフルオロメチレン構造を有す
るパーフルオロメチレンエーテル鎖と、前記構造ｂで表されるパーフルオロエチレン構造
を有するパーフルオロエチレンエーテル鎖とが共存するものが好ましい。ここで、前記構
造式ａで表されるパーフルオロメチレン構造と、前記構造ｂで表されるパーフルオロエチ
レン構造との存在比率は、モル比率（構造ａ／構造ｂ）が１／１０～１０／１となる割合
であることが防汚性に優れる硬化塗膜が得られることから好ましい。また、前記構造式１
中のｎの値は３～１００の範囲が好ましく、６～７０がより好ましく、１２～５０の範囲
が更に好ましい。
【００２０】
　また、ポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖（ａ２）は、防汚性に優れる硬化塗
膜が得られることから、ポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖（ａ２）１本に含ま
れるフッ素原子の合計が１８～２００個の範囲であることが好ましく、２５～１５０個の
範囲であることが特に好ましい。
【００２１】
　本発明の含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂のフッ素原子の含有率としては、後述す
る活性エネルギー線硬化型親水性樹脂（Ｂ）との相溶性に優れ、且つ、防汚性に優れる硬
化塗膜が得られることから３～４０質量％が好ましく、５～３０質量％がより好ましい。
【００２２】
　本発明の含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂は、前記重合体構造（ａ１）とポリ（パ
ーフルオロアルキレンエーテル）鎖（ａ２）とが、スチリル基由来の構造を介して連結し
ているものが、耐水性に優れる硬化塗膜が得られる含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂
となることから好ましい。
【００２３】
　本発明の含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂が有するラジカル重合性不飽和基（ａ３
）としては、例えば、下記構造式（Ｕ－１）～（Ｕ－５）で示されるもの等が挙げられる
。
【００２４】
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【化３】

【００２５】
　ラジカル重合性不飽和基（ａ３）の中でも硬化性に優れる硬化塗膜が得られる含フッ素
活性エネルギー線硬化型樹脂が得られることから前記（Ｕ－１）で表されるラジカル重合
性不飽和基が好ましい。
【００２６】
　本発明の含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂のラジカル重合性不飽和基（ａ３）の含
有量としては、硬化塗膜にポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖を強固に固定でき
、その結果、より防汚性に優れる硬化塗膜が得られることから０．５～３．５ｍｍｏｌ／
ｇが好ましく、１．０～３．０ｍｍｏｌ／ｇがより好ましい。
【００２７】
　本発明の含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂が有する酸基の中和塩構造（ａ４）の酸
基としては、例えば、スルホン酸基、カルボキシル基、リン酸基等が挙げられる。
【００２８】
　前記酸基の中和塩構造としては、例えば、前記酸基のアミン塩構造、前記酸基の無機塩
構造等が挙げられる。
【００２９】
　前記酸基のアミン塩構造としては、例えば、前記酸基のアンモニウム塩構造、前記酸基
の１級アミン塩構造、前記酸基の２級アミン塩構造、前記酸基の３級アミン塩構造等が挙
げられる。
【００３０】
　前記１級アミン塩構造としては、例えば、エチルアミン塩構造、ｎ－プロピルアミン塩
構造、ｓｅｃ－プロピルアミン塩構造、ｎ－ブチルアミン塩構造、ｓｅｃ－ブチルアミン
塩構造、ｉ－ブチルアミン塩構造、ｔｅｒｔ－ブチルアミン塩構造、ペンチルアミン塩構
造、ヘキシルアミン塩構造、ヘプチルアミン塩構造、オクチルアミン塩構造、デシルアミ
ン塩構造、ラウリルアミン塩構造、ミスチリルアミン塩構造、１，２－ジメチルヘキシル
アミン塩構造、３－ペンチルアミン塩構造、２－エチルヘキシルアミン塩構造、アリルア
ミン塩構造、アミノエタノール塩構造、１－アミノプロパノール塩構造、２－アミノプロ
パノール塩構造、アミノブタノール塩構造、アミノペンタノール塩構造、アミノヘキサノ
ール塩構造、３－エトキシプロピルアミン塩構造、３－プロポキシプロピルアミン塩構造
、３－イソプロポキシプロピルアミン塩構造、３－ブトキシプロピルアミン塩構造、３－
イソブトキシプロピルアミン塩構造、３－（２－エチルヘキシロキシ）プロピルアミン塩
構造、アミノシクロペンタン塩構造、アミノシクロヘキサン塩構造、アミノノルボルネン
塩構造、アミノメチルシクロヘキサン塩構造、アミノベンゼン塩構造、ベンジルアミン塩
構造、フェネチルアミン塩構造、α－フェニルエチルアミン塩構造、ナフチルアミン塩構
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造、フルフリルアミン塩構造等の１級モノアミン塩構造；
【００３１】
エチレンジアミン塩構造、１，２－ジアミノプロパン塩構造、１，３－ジアミノプロパン
塩構造、１，２－ジアミノブタン塩構造、１，３－ジアミノブタン塩構造、１，４－ジア
ミノブタン塩構造、１，５－ジアミノペンタン塩構造、１，６－ジアミノヘキサン塩構造
、１，７－ジアミノヘプタン塩構造、１，８－ジアミノオクタン塩構造、ジメチルアミノ
プロピルアミン塩構造、ジエチルアミノプロピルアミン塩構造、ビス－（３－アミノプロ
ピル）エーテル塩構造、１，２－ビス－（３－アミノプロポキシ）エタン塩構造、１，３
－ビス－（３－アミノプロポキシ）－２，２’－ジメチルプロパン塩構造、アミノエチル
エタノールアミン塩構造、１，２－ビスアミノシクロヘキサン塩構造、１，３－ビスアミ
ノシクロヘキサン塩構造、１，４－ビスアミノシクロヘキサン塩構造、１，３－ビスアミ
ノメチルシクロヘキサン塩構造、１，４－ビスアミノメチルシクロヘキサン塩構造、１，
３－ビスアミノエチルシクロヘキサン塩構造、１，４－ビスアミノエチルシクロヘキサン
塩構造、１，３－ビスアミノプロピルシクロヘキサン塩構造、１，４－ビスアミノプロピ
ルシクロヘキサン塩構造、水添４，４’－ジアミノジフェニルメタン塩構造、２－アミノ
ピペリジン塩構造、４－アミノピペリジン、２－アミノメチルピペリジン塩構造、４－ア
ミノメチルピペリジン塩構造、２－アミノエチルピペリジン塩構造、４－アミノエチルピ
ペリジン塩構造、Ｎ－アミノエチルピペリジン塩構造、Ｎ－アミノプロピルピペリジン塩
構造、Ｎ－アミノエチルモルホリン塩構造、Ｎ－アミノプロピルモルホリン塩構造、イソ
ホロンジアミン塩構造、メンタンジアミン塩構造、１，４－ビスアミノプロピルピペラジ
ン塩構造、ｏ－フェニレンジアミン塩構造、ｍ－フェニレンジアミン塩構造、ｐ－フェニ
レンジアミン塩構造、２，４－トリレンジアミン塩構造、２，６－トリレンジアミン塩構
造、２，４－トルエンジアミン塩構造、ｍ－アミノベンジルアミン塩構造、４－クロロ－
ｏ－フェニレンジアミン塩構造、テトラクロロ－ｐ－キシリレンジアミン塩構造、４－メ
トキシ－６－メチル－ｍ－フェニレンジアミン塩構造、ｍ－キシリレンジアミン塩構造、
ｐ－キシリレンジアミン塩構造、１，５－ナフタレンジアミン塩構造、２，６－ナフタレ
ンジアミン塩構造、ベンジジン塩構造、４，４’－ビス（ｏ－トルイジン）塩構造、ジア
ニシジン塩構造、４，４’－ジアミノジフェニルメタン塩構造、２，２－（４，４’－ジ
アミノジフェニル）プロパン塩構造、４，４’－ジアミノジフェニルエーテル塩構造、４
，４’－チオジアニリン塩構造、４，４’－ジアミノジフェニルスルホン塩構造、４，４
’－ジアミノジトリルスルホン塩構造、メチレンビス（ｏ－クロロアニリン）塩構造、３
，９－ビス（３－アミノプロピル）２，４，８，１０－テトラオキサスピロ［５，５］ウ
ンデカン塩構造、ジエチレントリアミン塩構造、イミノビスプロピルアミン塩構造、メチ
ルイミノビスプロピルアミン塩構造、ビス（ヘキサメチレン）トリアミン塩構造、トリエ
チレンテトラミン塩構造、テトラエチレンペンタミン塩構造、ペンタエチレンヘキサミン
塩構造、Ｎ－アミノエチルピペラジン塩構造、Ｎ－アミノプロピルピペラジン塩構造、１
，４－ビス（アミノエチルピペラジン）塩構造、１，４－ビス（アミノプロピルピペラジ
ン）塩構造、２，６－ジアミノピリジン塩構造、ビス（３，４－ジアミノフェニル）スル
ホン塩構造等の１級ポリアミン塩構造等が挙げられる。
【００３２】
　前記２級アミン塩構造としては、例えば、ジエチルアミン塩構造、ジプロピルアミン塩
構造、ジ－ｎ－ブチルアミン塩構造、ジ－ｓｅｃ－ブチルアミン塩構造、ジイソブチルア
ミン塩構造、ジ－ｎ－ペンチルアミン塩構造、ジ－３－ペンチルアミン塩構造、ジヘキシ
ルアミン塩構造、ジオクチルアミン塩構造、ジ（２－エチルヘキシル）アミン塩構造、メ
チルヘキシルアミン塩構造、ジアリルアミン塩構造、ピロリジン塩構造、ピペリジン塩構
造、２，４－ルペチジン塩構造、２，６－ルペチジン塩構造、３，５－ルペチジン塩構造
、ジフェニルアミン塩構造、Ｎ－メチルアニリン塩構造、Ｎ－エチルアニリン塩構造、ジ
ベンジルアミン塩構造、メチルベンジルアミン塩構造、ジナフチルアミン塩構造、ピロー
ル塩構造、インドリン塩構造、インドール塩構造、モルホリン塩構造等の２級モノアミン
塩構造；
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【００３３】
Ｎ，Ｎ’－ジメチルエチレンジアミン塩構造、Ｎ，Ｎ’－ジメチル－１，２－ジアミノプ
ロパン塩構造、Ｎ，Ｎ’－ジメチル－１，３－ジアミノプロパン塩構造、Ｎ，Ｎ’－ジメ
チル－１，２－ジアミノブタン塩構造、Ｎ，Ｎ’－ジメチル－１，３－ジアミノブタン塩
構造、Ｎ，Ｎ’－ジメチル－１，４－ジアミノブタン塩構造、Ｎ，Ｎ’－ジメチル－１，
５－ジアミノペンタン塩構造、Ｎ，Ｎ’－ジメチル－１，６－ジアミノヘキサン塩構造、
Ｎ，Ｎ’－ジメチル－１，７－ジアミノヘプタン塩構造、Ｎ，Ｎ’－ジエチルエチレンジ
アミン塩構造、Ｎ，Ｎ’－ジエチル－１，２－ジアミノプロパン塩構造、Ｎ，Ｎ’－ジエ
チル－１，３－ジアミノプロパン塩構造、Ｎ，Ｎ’－ジエチル－１，２－ジアミノブタン
塩構造、Ｎ，Ｎ’－ジエチル－１，３－ジアミノブタン塩構造、Ｎ，Ｎ’－ジエチル－１
，４－ジアミノブタン塩構造、Ｎ，Ｎ’－ジエチル－１，６－ジアミノヘキサン塩構造、
ピペラジン塩構造、２－メチルピペラジン塩構造、２，５－ジメチルピペラジン塩構造、
２，６－ジメチルピペラジン塩構造、ホモピペラジン塩構造、１，１－ジ－（４－ピペリ
ジル）メタン塩構造、１，２－ジ－（４－ピペリジル）エタン塩構造、１，３－ジ－（４
－ピペリジル）プロパン塩構造、１，４－ジ－（４－ピペリジル）ブタン塩構造等の２級
ポリアミン塩構造等が挙げられる。
【００３４】
　前記３級アミン塩構造としては、例えば、トリメチルアミン塩構造、トリエチルアミン
塩構造、トリ－ｎ－プロピルアミン塩構造、トリ－ｉｓｏ－プロピルアミン塩構造、トリ
－１，２－ジメチルプロピルアミン塩構造、トリ－３－メトキシプロピルアミン塩構造、
トリ－ｎ－ブチルアミン塩構造、トリ－ｉｓｏ－ブチルアミン塩構造、トリ－ｓｅｃ－ブ
チルアミン塩構造、トリ－ペンチルアミン塩構造、トリ－３－ペンチルアミン塩構造、ト
リ－ｎ－ヘキシルアミン塩構造、トリ－ｎ－オクチルアミン塩構造、トリ－２－エチルヘ
キシルアミン塩構造、トリ－ドデシルアミン塩構造、トリ－ラウリルアミン塩構造、ジシ
クロヘキシルエチルアミン塩構造、シクロヘキシルジエチルアミン塩構造、トリ－シクロ
ヘキシルアミン塩構造、Ｎ，Ｎ－ジメチルヘキシルアミン塩構造、Ｎ－メチルジヘキシル
アミン塩構造、Ｎ，Ｎ－ジメチルシクロヘキシルアミン塩構造、Ｎ－メチルジシクロヘキ
シルアミン塩構造、Ｎ、Ｎ－ジエチルエタノールアミン塩構造、Ｎ、Ｎ－ジメチルエタノ
ールアミン塩構造、Ｎ－エチルジエタノールアミン塩構造、トリエタノールアミン塩構造
、トリベンジルアミン塩構造、Ｎ，Ｎ－ジメチルベンジルアミン塩構造、ジエチルベンジ
ルアミン塩構造、トリフェニルアミン塩構造、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノ－ｐ－クレゾール
塩構造、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノメチルフェノール塩構造、２－（Ｎ，Ｎ－ジメチルアミ
ノメチル）フェノール塩構造、Ｎ，Ｎ－ジメチルアニリン塩構造、Ｎ，Ｎ－ジエチルアニ
リン塩構造、ピリジン塩構造、キノリン塩構造、Ｎ－メチルモルホリン塩構造、Ｎ－メチ
ルピペリジン塩構造、２－（２－ジメチルアミノエトキシ）－４－メチル－１，３，２－
ジオキサボルナン塩構造、２－、３－、４－ピコリン塩構造等の３級モノアミン塩構造；
【００３５】
テトラメチルエチレンジアミン塩構造、ピラジン塩構造、Ｎ，Ｎ’－ジメチルピペラジン
塩構造、Ｎ，Ｎ’－ビス（（２－ヒドロキシ）プロピル）ピペラジン塩構造、ヘキサメチ
レンテトラミン塩構造、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラメチル－１，３－ブタンアミン塩構
造、２－ジメチルアミノ－２－ヒドロキシプロパン塩構造、ジエチルアミノエタノール塩
構造、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリス（３－ジメチルアミノプロピル）アミン塩構造、２，４，６－
トリス（Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノメチル）フェノール塩構造、ヘプタメチルイソビグアニ
ド塩構造等の３級ポリアミン塩構造等が挙げられる。
【００３６】
　前記酸基の無機塩構造としては、例えば、水酸化ナトリウム（ＮａＯＨ）塩構造、水酸
化カリウム（ＫＯＨ）塩構造が挙げられる。
【００３７】
　酸基の中和塩構造（ａ４）の中でも、後述する本発明の活性エネルギー線硬化型樹脂組
成物で用いる活性エネルギー線硬化型親水性樹脂（Ｂ）との相溶性に優れる含フッ素活性
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エネルギー線硬化型樹脂が得られることから酸基のアミン塩構造が好ましい。酸基のアミ
ン塩構造の中でも、カルボキシル基のアミン塩構造が好ましく、カルボキシル基と３級ア
ミンとの塩構造がより好ましい。カルボキシル基と３級アミンとの塩構造を形成する３級
アミンの中でもＮ、Ｎ－ジメチルエタノールアミンが好ましく、従ってカルボキシル基と
Ｎ、Ｎ－ジメチルエタノールアミンとの塩構造が更に好ましい。
【００３８】
　本発明の含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂の中でも、本発明の水性の活性エネルギ
ー線硬化型樹脂組成物中における溶解性又は分散性が良好で、レベリング性に優れる硬化
塗膜が得られることから、側鎖にオキシアルキレン鎖を有するものが好ましい。
【００３９】
　前記オキシアルキレン基としては、例えば、オキシエチレン鎖、オキシプロピレン鎖、
オキシブチレン鎖等が挙げられる。オキシアルキレン鎖の中でも本発明の水性の活性エネ
ルギー線硬化型樹脂組成物中への溶解性又は分散性が良好な含フッ素活性エネルギー線硬
化型樹脂が得られることからからオキシエチレン鎖が好ましい。
【００４０】
　本発明の含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂がオキシアルキレン鎖を含有する場合、
その含有量は含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂１００質量部１０～７０質量部が好ま
しく、２０～６０質量部がより好ましい。
【００４１】
　本発明の含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂の一例である前記含フッ素活性エネルギ
ー線硬化型樹脂（Ａ１）や含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂（Ａ２）を製造する方法
としては、例えば、後述する単量体（ｘ－１）～（ｘ－６）及び塩基化合物（ｘ－７）を
用いる方法を挙げることができる。具体的には、含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂（
Ａ１）は、例えば、以下の方法で製造することができる。
【００４２】
　方法（Ａ１－１）
　・ポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖（ａ２）と一つのラジカル重合性不飽和
基とを有するラジカル重合性不飽和単量体（ｘ－１）と酸基を有するラジカル重合性不飽
和単量体（ｘ－３）とを共重合させてラジカル重合性不飽和単量体の重合体構造（ａ１）
とこの側鎖にポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖（ａ２）と酸基とを有する共重
合体（Ｐ１－１）を得る。
　得られた共重合体（Ｐ１－１）が有する酸基の一部と、酸基と反応性を有する官能基を
有するラジカル重合性不飽和単量体（ｘ－４）とを反応させて重合体構造（ａ１）とこれ
の側鎖にポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖（ａ２）と、ラジカル重合性不飽和
基（ａ３）と、酸基とを有する共重合体（Ｐ２－１）（含フッ素活性エネルギー線硬化型
樹脂）を得る。
　その後、この共重合体（Ｐ２－１）に残存する酸基と塩基化合物（ｘ－７）とを反応さ
せて含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂（Ａ１）を得る。
【００４３】
　方法（Ａ１－２）
　・ポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖（ａ２）と一つのラジカル重合性不飽和
基とを有するラジカル重合性不飽和単量体（ｘ－１）と、酸基を有するラジカル重合性不
飽和単量体（ｘ－３）と、水酸基、イソシアネート基又はグリシジル基を有するラジカル
重合性不飽和単量体（ｘ－５）と、を共重合させてラジカル重合性不飽和単量体の重合体
構造（ａ１）とこの側鎖にポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖（ａ２）と、酸基
と、水酸基、イソシアネート基又はグリシジル基とを有する共重合体（Ｐ１－２）を得る
。
　得られた共重合体（Ｐ１－２）が有する水酸基、イソシアネート基又はグリシジル基と
、これらの基と反応性を有する官能基を有するラジカル重合性不飽和単量体（ｘ－６）と
を反応させて、重合体構造（ａ１）とこれの側鎖にポリ（パーフルオロアルキレンエーテ
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－２）（含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂）を得る。
　その後、この共重合体（Ｐ２－２）が有する酸基と塩基化合物（ｘ－７）とを反応させ
て含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂（Ａ１）を得る。
【００４４】
　含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂（Ａ２）は、例えば、以下の方法で製造すること
ができる。
【００４５】
　方法（Ａ２－１）
　・ポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖（ａ２）とその両末端にラジカル重合性
不飽和基とを有するラジカル重合性不飽和単量体（ｘ－２）と、酸基を有するラジカル重
合性不飽和単量体（ｘ－３）とを共重合させて、複数の重合体構造（ａ１）がポリ（パー
フルオロアルキレンエーテル）鎖（ａ２）を介して結節されており、重合体構造（ａ１）
の側鎖に酸基を有する共重合体（Ｐ１－３）を得る。
　得られた共重合体（Ｐ１－３）が有する酸基の一部と、酸基と反応性を有する官能基を
有するラジカル重合性不飽和単量体（ｘ－４）とを反応させて、複数の重合体構造（ａ１
）がポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖（ａ２）を介して結節されており、重合
体構造（ａ１）の側鎖にラジカル重合性不飽和基（ａ３）と酸基とを有する共重合体（Ｐ
２－３）（含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂）を得る。
　その後、この共重合体（Ｐ２－３）に残存する酸基と塩基化合物（ｘ－７）とを反応さ
せて含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂（Ａ２）を得る。
【００４６】
　方法（Ａ２－２）
　・ポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖（ａ２）とその両末端にラジカル重合性
不飽和基とを有するラジカル重合性不飽和単量体（ｘ－２）と、酸基を有するラジカル重
合性不飽和単量体（ｘ－３）と、水酸基、イソシアネート基又はグリシジル基を有するラ
ジカル重合性不飽和単量体（ｘ－５）と、を共重合させて複数の重合体構造（ａ１）がポ
リ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖（ａ２）を介して結節されており、重合体構造
（ａ１）の側鎖に酸基と、水酸基、イソシアネート基又はグリシジル基とを有する共重合
体（Ｐ１－４）を得る。
　得られた共重合体（Ｐ１－４）が有する水酸基、イソシアネート基又はグリシジル基と
、これらの基と反応性を有する官能基を有するラジカル重合性不飽和単量体（ｘ－６）と
を反応させて、複数の重合体構造（ａ１）がポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖
（ａ２）を介して結節されており、重合体構造（ａ１）の側鎖に酸基と、ラジカル重合性
不飽和基（ａ３）とを有する共重合体（Ｐ２－４）（含フッ素活性エネルギー線硬化型樹
脂）を得る。
　その後、この共重合体（Ｐ２－４）が有する酸基と塩基化合物（ｘ－７）とを反応させ
て含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂（Ａ２）を得る。
【００４７】
　前記ポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖（ａ２）と一つのラジカル重合性不飽
和基とを有するラジカル重合性不飽和単量体（ｘ－１）としては、例えば、下記構造式（
ｘ－１－１）～（ｘ－１－１３）
【００４８】
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【化４】

【００４９】
で表されるもの等が挙げられる。ポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖（ａ２）と
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一つのラジカル重合性不飽和基とを有するラジカル重合性不飽和単量体（ｘ－１）は単独
で使用しても良いし、２種以上を併用しても良い。尚、本発明において、「－ＰＦＰＥ－
」は、ポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖（ａ２）を表す。
【００５０】
　前記ポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖（ａ２）と一つのラジカル重合性不飽
和基とを有するラジカル重合性不飽和単量体（ｘ－１）を製造するには、例えば、ポリ（
パーフルオロアルキレンエーテル）鎖の片末端に水酸基を１つ有する化合物に対して、（
メタ）アクリル酸クロライド又はクロロメチルスチレンを脱塩酸反応させて得る方法、（
メタ）アクリル酸を脱水反応させて得る方法、２－（メタ）アクリロイルオキシエチルイ
ソシアネートをウレタン化反応させて得る方法、無水イタコン酸をエステル化反応させて
得る方法；
【００５１】
ポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖の片末端にカルボキシル基を１つ有する化合
物に対して、４－ヒドロキシブチルアクリレートグリシジルエーテルをエステル化反応さ
せて得る方法、グリシジルメタクリレートをエステル化反応させて得る方法；
【００５２】
ポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖の片末端にイソシアネート基を１つ有する化
合物に対して、２－ヒドロキシエチルアクリルアミドを反応させる方法、２－ヒドロキシ
エチルアクリレートを反応させる方法、２－ヒドロキシプロピルアクリレートを反応させ
る方法、４－ヒドロキシブチルアクリレートを反応させる方法；
【００５３】
ポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖の片末端にエポキシ基を１つ有する化合物に
対して、（メタ）アクリル酸を反応させる方法等が挙げられる。
【００５４】
　前記したポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖の片末端に水酸基を１つ有する化
合物、ポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖の片末端にカルボキシル基を１つ有す
る化合物、ポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖の片末端にイソシアネート基を１
つ有する化合物及びポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖の片末端にエポキシ基を
１つ有する化合物としては、例えば下記の構造を有する化合物等が挙げられる。
【００５５】
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【００５６】
　なお、本発明において、「（メタ）アクリレート」とは、メタクリレートとアクリレー
トの一方又は両方をいい、「（メタ）アクリロイル基」とは、メタクリロイル基とアクリ
ロイル基の一方又は両方をいい、「（メタ）アクリル酸」とは、メタクリル酸とアクリル
酸の一方又は両方をいう。
【００５７】
　前記ポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖（ａ２）とその両末端にラジカル重合
性不飽和基とを有するラジカル重合性不飽和単量体（ｘ－２）としては、例えば、下記構
造式（ｘ－２－１）～（ｘ－２－１３）
【００５８】
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【化６】

【００５９】
で表されるもの等が挙げられる。これらの中でもポリ（パーフルオロアルキレンエーテル
）鎖（ａ２）とその両末端にラジカル重合性不飽和基とを有するラジカル重合性不飽和単
量体（ｘ－２）自体の工業的製造が容易であることから前記構造式（ｘ－２－１）、（ｘ
－２－２）、（ｘ－２－５）、（ｘ－２－６）で表されるものが好ましい。また、耐薬品
性が向上することから、前記構造式（ｘ－２－２）、（ｘ－２－４）、（ｘ－２－１２）
、（ｘ－２－１３）で表されるものが好ましい。また、耐水性に優れる硬化塗膜が得られ
る含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂となることから（ｘ－２－１３）で表されるもの
が好ましい。尚、ポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖（ａ２）とその両末端にラ
ジカル重合性不飽和基とを有するラジカル重合性不飽和単量体（ｘ－２）は単独で使用し
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【００６０】
　ポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖（ａ２）とその両末端にラジカル重合性不
飽和基とを有するラジカル重合性不飽和単量体（ｘ－２）を製造するには、例えば、ポリ
（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖の両末端に水酸基を１つずつ有する化合物に対し
て、（メタ）アクリル酸クロライド又はクロロメチルスチレンを脱塩酸反応させて得る方
法、（メタ）アクリル酸を脱水反応させて得る方法、２－（メタ）アクリロイルオキシエ
チルイソシアネートをウレタン化反応させて得る方法、無水イタコン酸をエステル化反応
させて得る方法；
【００６１】
ポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖の両末端にカルボキシル基を１つずつ有する
化合物に対して、４－ヒドロキシブチルアクリレートグリシジルエーテルをエステル化反
応させて得る方法、グリシジルメタクリレートをエステル化反応させて得る方法；
【００６２】
ポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖の両末端にイソシアネート基を１つずつ有す
る化合物に対して、２－ヒドロキシエチルアクリルアミドを反応させる方法；
【００６３】
ポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖の両末端にエポキシ基を１つずつ有する化合
物に対して、（メタ）アクリル酸を反応させる方法等が挙げられる。これらのなかでも、
ポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖の両末端に水酸基を１つずつ有する化合物に
対して、（メタ）アクリル酸クロライド又はクロロメチルスチレンを脱塩酸反応させて得
る方法と、２－（メタ）アクリロイルオキシエチルイソシアネートをウレタン化反応させ
て得る方法が、製造上、反応が容易である点で特に好ましい。
【００６４】
　前記したポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖の両末端に水酸基を１つずつ有す
る化合物、ポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖の両末端にカルボキシル基を１つ
ずつ有する化合物、ポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖の両末端にイソシアネー
ト基を１つずつ有する化合物及びポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖の両末端に
エポキシ基を１つずつ有する化合物としては、例えば下記の構造を有する化合物等が挙げ
られる。
【００６５】
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【化７】

【００６６】
　前記方法（Ａ１－１）や方法（Ａ１－２）において、ラジカル重合性不飽和単量体（ｘ
－１）と共に、ラジカル重合性不飽和単量体（ｘ－２）を併用しても良い。また、前記方
法（Ａ２－１）や方法（Ａ２－２）において、ラジカル重合性不飽和単量体（ｘ－２）と
共に、ラジカル重合性不飽和単量体（ｘ－１）を併用しても良い。
【００６７】
　前記酸基を有するラジカル重合性不飽和単量体（ｘ－３）としては、例えば、カルボキ
シル基を有するラジカル重合性不飽和単量体、スルホン酸基を有するラジカル重合性不飽
和単量体、リン酸基を有するラジカル重合性不飽和単量体等が挙げられる。
【００６８】
　前記カルボキシル基を有するラジカル重合性不飽和単量体としては、例えば、（メタ）
アクリル酸、２－（メタ）アクリロイロキシエチルコハク酸、２－（メタ）アクリロイロ
キシエチルフタル酸、イタコン酸、無水マレイン酸、無水イタコン酸等の不飽和二重結合
を有するカルボン酸無水物等が挙げられる。
【００６９】
　前記スルホン酸基を有するラジカル重合性不飽和単量体としては、例えば、アクリルア
ミドt-ブチルスルホン酸、スチレンスルホン酸誘導体等が挙げられる。
【００７０】
　前記リン酸基を有するラジカル重合性不飽和単量体としては、例えば、アシッドホスホ
オキシエチルメタクリレート、アシッドホスホオキシポリオキシエチレングリコールモノ
メタクリレート、アシッドホスホオキシポリオキシプロピレングリコールモノメタクリレ
ート等が挙げられる。
【００７１】
　酸基を有するラジカル重合性不飽和単量体（ｘ－３）は単独で使用しても良いし、２種
以上を併用しても良い。
【００７２】
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　前記酸基と反応性を有する官能基を有するラジカル重合性不飽和単量体（ｘ－４）とし
ては、例えば、グリシジル基を有するラジカル重合性不飽和単量体や、水酸基を有するラ
ジカル重合性不飽和単量体等が挙げられる。前記グリシジル基を有するラジカル重合性不
飽和単量体としては、例えば、グリシジルメタクリレート、４－ヒドロキシブチルアクリ
レートグリシジルエーテル等が挙げられる。
【００７３】
　水酸基を有するラジカル重合性不飽和単量体としては、例えば、２－ヒドロキシエチル
（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、３－ヒドロキシ
プロピル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、４－ヒド
ロキシブチル（メタ）アクリレート、１，４－シクロヘキサンジメタノールモノ（メタ）
アクリレート、Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）（メタ）アクリルアミド、グリセリンモノ
（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールモノ（メタ）アクリレート、ポリプロピ
レングリコールモノ（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシ－３－フェノキシプロピル（
メタ）アクリレート、２－（メタ）アクリロイルオキシエチル－２－ヒドロキシエチルフ
タレート、末端に水酸基を有するラクトン変性（メタ）アクリレート等が挙げられる。酸
基と反応性を有する官能基を有するラジカル重合性不飽和単量体（ｘ－４）は単独で使用
しても良いし、２種以上を併用しても良い。
【００７４】
　前記水酸基、イソシアネート基又はグリシジル基を有するラジカル重合性不飽和単量体
（ｘ－５）の中でも、水酸基を有するラジカル重合性不飽和単量体とグリシジル基を有す
るラジカル重合性不飽和単量体は、例えば、ラジカル重合性不飽和単量体（ｘ－４）の一
例として挙げた水酸基を有するラジカル重合性不飽和単量体やグリシジル基を有するラジ
カル重合性不飽和単量体を挙げることができる。
【００７５】
　イソシアネート基を有するラジカル重合性不飽和単量体としては、例えば、２－（メタ
）アクリロイルオキシエチルイソシアネート、２－（２－（メタ）アクリロイルオキシエ
トキシ）エチルイソシアネート、１，１－ビス（（メタ）アクリロイルオキシメチル）エ
チルイソシアネート等が挙げられる。水酸基、イソシアネート基又はグリシジル基を有す
るラジカル重合性不飽和単量体（ｘ－５）は単独で使用しても良いし、２種以上を併用し
ても良い。
【００７６】
　前記水酸基、イソシアネート基又はグリシジル基と反応性を有する官能基を有するラジ
カル重合性不飽和単量体（ｘ－６）の中でも、水酸基と反応性を有する官能基を有するラ
ジカル重合性不飽和単量体としては、例えば、前記カルボキシル基を有するラジカル重合
性不飽和単量体やイソシアネート基を有するラジカル重合性不飽和単量体等が挙げられる
。イソシアネート基と反応性を有する官能基を有するラジカル重合性不飽和単量体として
は、例えば、前記水酸基を有するラジカル重合性不飽和単量体等が挙げられる。グリシジ
ル基と反応性を有する官能基を有するラジカル重合性不飽和単量体としては、例えば、前
記カルボキシル基を有するラジカル重合性不飽和単量体や水酸基を有するラジカル重合性
不飽和単量体等が挙げられる。水酸基、イソシアネート基又はグリシジル基と反応性を有
する官能基を有するラジカル重合性不飽和単量体（ｘ－６）は単独で使用しても良いし、
２種以上を併用しても良い。
【００７７】
　前記塩基化合物（ｘ－７）としては、例えば、アミン化合物、無機塩基化合物等が挙げ
られる。
【００７８】
　前記アミン化合物としては、例えば、アンモニア、１級アミン、２級アミン、３級アミ
ン等が挙げられる。
【００７９】
　前記１級アミンとしては、例えば、エチルアミン、ｎ－プロピルアミン、ｓｅｃ－プロ
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ピルアミン、ｎ－ブチルアミン、ｓｅｃ－ブチルアミン、ｉ－ブチルアミン、ｔｅｒｔ－
ブチルアミン、ペンチルアミン、ヘキシルアミン、ヘプチルアミン、オクチルアミン、デ
シルアミン、ラウリルアミン、ミスチリルアミン、１，２－ジメチルヘキシルアミン、３
－ペンチルアミン、２－エチルヘキシルアミン、アリルアミン、アミノエタノール、１－
アミノプロパノール、２－アミノプロパノール、アミノブタノール、アミノペンタノール
、アミノヘキサノール、３－エトキシプロピルアミン、３－プロポキシプロピルアミン、
３－イソプロポキシプロピルアミン、３－ブトキシプロピルアミン、３－イソブトキシプ
ロピルアミン、３－（２－エチルヘキシロキシ）プロピルアミン、アミノシクロペンタン
、アミノシクロヘキサン、アミノノルボルネン、アミノメチルシクロヘキサン、アミノベ
ンゼン、ベンジルアミン、フェネチルアミン、α－フェニルエチルアミン、ナフチルアミ
ン、フルフリルアミン等の１級モノアミン；
【００８０】
エチレンジアミン、１，２－ジアミノプロパン、１，３－ジアミノプロパン、１，２－ジ
アミノブタン、１，３－ジアミノブタン、１，４－ジアミノブタン、１，５－ジアミノペ
ンタン、１，６－ジアミノヘキサン、１，７－ジアミノヘプタン、１，８－ジアミノオク
タン、ジメチルアミノプロピルアミン、ジエチルアミノプロピルアミン、ビス－（３－ア
ミノプロピル）エーテル、１，２－ビス－（３－アミノプロポキシ）エタン、１，３－ビ
ス－（３－アミノプロポキシ）－２，２’－ジメチルプロパン、アミノエチルエタノール
アミン、１，２－ビスアミノシクロヘキサン、１，３－ビスアミノシクロヘキサン、１，
４－ビスアミノシクロヘキサン、１，３－ビスアミノメチルシクロヘキサン、１，４－ビ
スアミノメチルシクロヘキサン、１，３－ビスアミノエチルシクロヘキサン、１，４－ビ
スアミノエチルシクロヘキサン、１，３－ビスアミノプロピルシクロヘキサン、１，４－
ビスアミノプロピルシクロヘキサン、水添４，４’－ジアミノジフェニルメタン、２－ア
ミノピペリジン、４－アミノピペリジン、２－アミノメチルピペリジン、４－アミノメチ
ルピペリジン、２－アミノエチルピペリジン、４－アミノエチルピペリジン、Ｎ－アミノ
エチルピペリジン、Ｎ－アミノプロピルピペリジン、Ｎ－アミノエチルモルホリン、Ｎ－
アミノプロピルモルホリン、イソホロンジアミン、メンタンジアミン、１，４－ビスアミ
ノプロピルピペラジン、ｏ－フェニレンジアミン、ｍ－フェニレンジアミン、ｐ－フェニ
レンジアミン、２，４－トリレンジアミン、２，６－トリレンジアミン、２，４－トルエ
ンジアミン、ｍ－アミノベンジルアミン、４－クロロ－ｏ－フェニレンジアミン、テトラ
クロロ－ｐ－キシリレンジアミン、４－メトキシ－６－メチル－ｍ－フェニレンジアミン
、ｍ－キシリレンジアミン、ｐ－キシリレンジアミン、１，５－ナフタレンジアミン、２
，６－ナフタレンジアミン、ベンジジン、４，４’－ビス（ｏ－トルイジン）、ジアニシ
ジン、４，４’－ジアミノジフェニルメタン、２，２－（４，４’－ジアミノジフェニル
）プロパン、４，４’－ジアミノジフェニルエーテル、４，４’－チオジアニリン、４，
４’－ジアミノジフェニルスルホン、４，４’－ジアミノジトリルスルホン、メチレンビ
ス（ｏ－クロロアニリン）、３，９－ビス（３－アミノプロピル）２，４，８，１０－テ
トラオキサスピロ［５，５］ウンデカン、ジエチレントリアミン、イミノビスプロピルア
ミン、メチルイミノビスプロピルアミン、ビス（ヘキサメチレン）トリアミン、トリエチ
レンテトラミン、テトラエチレンペンタミン、ペンタエチレンヘキサミン、Ｎ－アミノエ
チルピペラジン、Ｎ－アミノプロピルピペラジン、１，４－ビス（アミノエチルピペラジ
ン）、１，４－ビス（アミノプロピルピペラジン）、２，６－ジアミノピリジン、ビス（
３，４－ジアミノフェニル）スルホン等の１級ポリアミン等が挙げられる。
【００８１】
　前記２級アミンとしては、例えば、ジエチルアミン、ジプロピルアミン、ジ－ｎ－ブチ
ルアミン、ジ－ｓｅｃ－ブチルアミン、ジイソブチルアミン、ジ－ｎ－ペンチルアミン、
ジ－３－ペンチルアミン、ジヘキシルアミン、ジオクチルアミン、ジ（２－エチルヘキシ
ル）アミン、メチルヘキシルアミン、ジアリルアミン、ピロリジン、ピペリジン、２，４
－ルペチジン、２，６－ルペチジン、３，５－ルペチジン、ジフェニルアミン、Ｎ－メチ
ルアニリン、Ｎ－エチルアニリン、ジベンジルアミン、メチルベンジルアミン、ジナフチ
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ルアミン、ピロール、インドリン、インドール、モルホリン等の２級モノアミン；
【００８２】
Ｎ，Ｎ’－ジメチルエチレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ジメチル－１，２－ジアミノプロパン
、Ｎ，Ｎ’－ジメチル－１，３－ジアミノプロパン、Ｎ，Ｎ’－ジメチル－１，２－ジア
ミノブタン、Ｎ，Ｎ’－ジメチル－１，３－ジアミノブタン、Ｎ，Ｎ’－ジメチル－１，
４－ジアミノブタン、Ｎ，Ｎ’－ジメチル－１，５－ジアミノペンタン、Ｎ，Ｎ’－ジメ
チル－１，６－ジアミノヘキサン、Ｎ，Ｎ’－ジメチル－１，７－ジアミノヘプタン、Ｎ
，Ｎ’－ジエチルエチレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ジエチル－１，２－ジアミノプロパン、
Ｎ，Ｎ’－ジエチル－１，３－ジアミノプロパン、Ｎ，Ｎ’－ジエチル－１，２－ジアミ
ノブタン、Ｎ，Ｎ’－ジエチル－１，３－ジアミノブタン、Ｎ，Ｎ’－ジエチル－１，４
－ジアミノブタン、Ｎ，Ｎ’－ジエチル－１，６－ジアミノヘキサン、ピペラジン、２－
メチルピペラジン、２，５－ジメチルピペラジン、２，６－ジメチルピペラジン、ホモピ
ペラジン、１，１－ジ－（４－ピペリジル）メタン、１，２－ジ－（４－ピペリジル）エ
タン、１，３－ジ－（４－ピペリジル）プロパン、１，４－ジ－（４－ピペリジル）ブタ
ン等の２級ポリアミン等が挙げられる。
【００８３】
　前記３級アミンとしては、例えば、トリメチルアミン、トリエチルアミン、トリ－ｎ－
プロピルアミン、トリ－ｉｓｏ－プロピルアミン、トリ－１，２－ジメチルプロピルアミ
ン、トリ－３－メトキシプロピルアミン、トリ－ｎ－ブチルアミン、トリ－ｉｓｏ－ブチ
ルアミン、トリ－ｓｅｃ－ブチルアミン、トリ－ペンチルアミン、トリ－３－ペンチルア
ミン、トリ－ｎ－ヘキシルアミン、トリ－ｎ－オクチルアミン、トリ－２－エチルヘキシ
ルアミン、トリ－ドデシルアミン、トリ－ラウリルアミン、ジシクロヘキシルエチルアミ
ン、シクロヘキシルジエチルアミン、トリ－シクロヘキシルアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルヘ
キシルアミン、Ｎ－メチルジヘキシルアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルシクロヘキシルアミン、
Ｎ－メチルジシクロヘキシルアミン、Ｎ、Ｎ－ジエチルエタノールアミン、Ｎ、Ｎ－ジメ
チルエタノールアミン、Ｎ－エチルジエタノールアミン、トリエタノールアミン、トリベ
ンジルアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルベンジルアミン、ジエチルベンジルアミン、トリフェニ
ルアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノ－ｐ－クレゾール、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノメチルフ
ェノール、２－（Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノメチル）フェノール、Ｎ，Ｎ－ジメチルアニリ
ン、Ｎ，Ｎ－ジエチルアニリン、ピリジン、キノリン、Ｎ－メチルモルホリン、Ｎ－メチ
ルピペリジン、２－（２－ジメチルアミノエトキシ）－４－メチル－１，３，２－ジオキ
サボルナン、２－、３－、４－ピコリン等の３級モノアミン；
【００８４】
テトラメチルエチレンジアミン、ピラジン、Ｎ，Ｎ’－ジメチルピペラジン、Ｎ，Ｎ’－
ビス（（２－ヒドロキシ）プロピル）ピペラジン、ヘキサメチレンテトラミン、Ｎ，Ｎ，
Ｎ’，Ｎ’－テトラメチル－１，３－ブタンアミン、２－ジメチルアミノ－２－ヒドロキ
シプロパン、ジエチルアミノエタノール、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリス（３－ジメチルアミノプロ
ピル）アミン、２，４，６－トリス（Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノメチル）フェノール、ヘプ
タメチルイソビグアニド等の３級ポリアミン等が挙げられる。
【００８５】
　前記無機塩基化合物としては、例えば、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム等が挙げら
れる。
【００８６】
　塩基化合物（ｘ－７）の中でも本発明の水性の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物中へ
の溶解性又は分散性が良好で、レベリング性に優れる硬化塗膜が得られる含フッ素活性エ
ネルギー線硬化型樹脂が得られることからアミン化合物が好ましく、３級アミンが好まし
く、Ｎ、Ｎ－ジメチルエタノールアミンがより好ましい。また、塩基性化合物（ｘ－７）
は単独で使用しても良いし、２種以上を併用しても良い。
【００８７】
　前記共重合体（Ｐ１－１）、共重合体（Ｐ１－２）、共重合体（Ｐ１－３）及び共重合
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体（Ｐ１－４）は、例えば、各々の共重合体を得るための単量体を有機溶媒中で、ラジカ
ル重合開始剤を使用して重合させることにより得ることができる。
【００８８】
　前記有機溶媒としては、例えば、ケトン類、エステル類、アミド類、スルホキシド類、
エーテル類、炭化水素類が好ましく、具体的には、アセトン、メチルエチルケトン、メチ
ルイソブチルケトン、シクロヘキサノン、酢酸エチル、酢酸ブチル、プロピレングリコー
ルモノメチルエーテルアセテート、ジメチルホルムアミド、ジメチルアセトアミド、Ｎ－
メチルピロリドン、ジメチルスルホキシド、ジエチルエーテル、ジイソプロピルエーテル
、テトラヒドロフラン、ジオキサン、トルエン、キシレン等が挙げられる。これらは、沸
点、相溶性、重合性を考慮して適宜選択される。
【００８９】
　前記ラジカル重合開始剤としては、例えば過酸化ベンゾイル等の過酸化物、アゾビスイ
ソブチロニトリル等のアゾ化合物等が例示できる。さらに必要に応じてラウリルメルカプ
タン、２－メルカプトエタノ－ル、チオグリセロール、エチルチオグリコ－ル酸、オクチ
ルチオグリコ－ル酸等の連鎖移動剤を使用することができる。 
【００９０】
　共重合（Ｐ１－１）、共重合体（Ｐ１－２）、共重合体（Ｐ１－３）及び共重合体（Ｐ
１－４）の分子量は、最終的に得られる含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂１分子中の
重合性不飽和基の個数が多くなることから、数平均分子量（Ｍｎ）は８００～１０，００
０が好ましく、１，０００～５，０００がより好ましい。また、重量平均分子量（Ｍｗ）
は１，０００～１００，０００が好ましく、２，０００～５０，０００がより好ましく、
２，５００～２０，０００が更に好ましい。
【００９１】
　前記数平均分子量（Ｍｎ）及び重量平均分子量（Ｍｗ）はゲル浸透クロマトグラフィー
（以下、「ＧＰＣ」と略記する。）測定に基づきポリスチレン換算した値である。なお、
ＧＰＣの測定条件は以下の通りである。
【００９２】
　［ＧＰＣ測定条件］
　測定装置：東ソー株式会社製「ＨＬＣ－８２２０　ＧＰＣ」、
　カラム：東ソー株式会社製ガードカラム「ＨＨＲ－Ｈ」（６．０ｍｍＩ．Ｄ．×４ｃｍ
）＋東ソー株式会社製「ＴＳＫ－ＧＥＬ　ＧＭＨＨＲ－Ｎ」（７．８ｍｍＩ．Ｄ．×３０
ｃｍ）＋東ソー株式会社製「ＴＳＫ－ＧＥＬ　ＧＭＨＨＲ－Ｎ」（７．８ｍｍＩ．Ｄ．×
３０ｃｍ）＋東ソー株式会社製「ＴＳＫ－ＧＥＬ　ＧＭＨＨＲ－Ｎ」（７．８ｍｍＩ．Ｄ
．×３０ｃｍ）＋東ソー株式会社製「ＴＳＫ－ＧＥＬ　ＧＭＨＨＲ－Ｎ」（７．８ｍｍＩ
．Ｄ．×３０ｃｍ）
　検出器：ＥＬＳＤ（オルテックジャパン株式会社製「ＥＬＳＤ２０００」）
　データ処理：東ソー株式会社製「ＧＰＣ－８０２０モデルＩＩデータ解析バージョン４
．３０」
　測定条件：カラム温度　　４０℃
　　　　　　展開溶媒　　　テトラヒドロフラン（ＴＨＦ）
　　　　　　流速　　　　　１．０ｍｌ／分
　試料：樹脂固形分換算で１．０質量％のテトラヒドロフラン溶液をマイクロフィルター
でろ過したもの（５μｌ）。
　標準試料：前記「ＧＰＣ－８０２０モデルＩＩデータ解析バージョン４．３０」の測定
マニュアルに準拠して、分子量が既知の下記の単分散ポリスチレンを用いた。
【００９３】
（単分散ポリスチレン）
　東ソー株式会社製「Ａ－５００」
　東ソー株式会社製「Ａ－１０００」
　東ソー株式会社製「Ａ-２５００」
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　東ソー株式会社製「Ａ－５０００」
　東ソー株式会社製「Ｆ－１」
　東ソー株式会社製「Ｆ－２」
　東ソー株式会社製「Ｆ－４」
　東ソー株式会社製「Ｆ－１０」
　東ソー株式会社製「Ｆ－２０」
　東ソー株式会社製「Ｆ－４０」
　東ソー株式会社製「Ｆ－８０」
　東ソー株式会社製「Ｆ－１２８」
　東ソー株式会社製「Ｆ－２８８」
　東ソー株式会社製「Ｆ－５５０」
【００９４】
　共重合（Ｐ１－１）、共重合体（Ｐ１－２）、共重合体（Ｐ１－３）及び共重合体（Ｐ
１－４）が有する酸基の量（酸価）は、酸基の中和塩構造（ａ４）をより多く導入でき、
水溶性又は水分散性に優れた含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂が得られることから、
１０～６００ｍｇＫＯＨ／ｇが好ましく、２０～５００ｍｇＫＯＨ／ｇがより好ましく、
５０～４５０ｍｇＫＯＨ／ｇが更に好ましい。
【００９５】
　共重合体（Ｐ１－１）または（Ｐ１－３）が有する酸基の一部と、酸基と反応性を有す
る官能基を有するラジカル重合性不飽和単量体（ｘ－４）とを反応させる方法、共重合体
（Ｐ１－２）または（Ｐ１－４）が有する水酸基、イソシアネート基又はグリシジル基と
、これらの基と反応性を有する官能基を有するラジカル重合性不飽和単量体（ｘ－６）と
を反応させる方法は、当該ラジカル重合性不飽和単量体中の重合性不飽和基が重合しない
条件で行えば良く、例えば温度条件を３０～１２０℃の範囲に調節して反応させることが
好ましい。この反応は触媒や重合禁止剤の存在下、必要により有機溶剤の存在下で行うこ
とが好ましい。
【００９６】
　共重合体（Ｐ１－２）、共重合体（Ｐ１－４）が水酸基を有する共重合体であり、当該
水酸基と反応性を有する官能基がイソシアネート基である場合は、重合禁止剤としてｐ－
メトキシフェノール、ヒドロキノン、２，６－ジ－ｔ－ブチル－４－メチルフェノール等
を使用し、ウレタン化反応触媒としてジブチル錫ジラウレート、ジブチル錫ジアセテート
、オクチル酸錫、オクチル酸亜鉛等を使用し、反応温度４０～１２０℃、特に６０～９０
℃で反応させる方法により共重合体（Ｐ２－２）、共重合体（Ｐ２－４）をそれぞれ得る
ことが好ましい。
【００９７】
　また、共重合体（Ｐ１－２）、共重合体（Ｐ１－４）がグリシジル基を有する共重合体
であり、当該グリシジル基と反応性を有する官能基がカルボキシル基である場合、重合禁
止剤としてｐ－メトキシフェノール、ヒドロキノン、２，６－ジ－ｔ－ブチル－４－メチ
ルフェノール等を使用し、エステル化反応触媒としてトリエチルアミン等の第３級アミン
類、塩化テトラメチルアンモニウム等の第４級アンモニウム類、トリフェニルホスフィン
等の第３級ホスフィン類、塩化テトラブチルホスホニウム等の第４級ホスホニウム類等を
使用し、反応温度８０～１３０℃、特に１００～１２０℃で反応させる方法により共重合
（Ｐ２－２）、共重合体（Ｐ２－４）をそれぞれ得ることが好ましい。
【００９８】
　また、共重合体（Ｐ１－２）、共重合体（Ｐ１－４）がイソシアネート基を有する共重
合体であり、当該イソシアネート基と反応性を有する官能基が水酸基である場合は、重合
禁止剤としてｐ－メトキシフェノール、ヒドロキノン、２，６－ジ－ｔ－ブチル－４－メ
チルフェノール等を使用し、ウレタン化反応触媒としてジブチル錫ジラウレート、ジブチ
ル錫ジアセテート、オクチル酸錫、オクチル酸亜鉛等を使用し、反応温度４０～１２０℃
、特に６０～９０℃で反応させる方法により共重合（Ｐ２－２）、共重合体（Ｐ２－４）
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をそれぞれ得ることが好ましい。
【００９９】
　本発明の含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂を得る方法としては、簡便なことから、
前記方法（Ａ１－１）、（Ａ２－１）が好ましい。この方法において、得られる含フッ素
活性エネルギー線硬化型樹脂の中でも、酸価１０～６００ｍｇＫＯＨ／ｇの共重合体（含
フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂）と塩基化合物との反応物であり、該塩基化合物の使
用量が該含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂が有する酸に対して０．５～１．０当量で
あるものが、水への溶解性に優れる含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂となることから
より好ましい。
【０１００】
　前記の通り、本発明の含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂の中でも側鎖にオキシアル
キレン鎖を有するものが、水性の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物における溶解性又は
分散性が良好で、レべリング性に優れる硬化塗膜が得られることから好ましい。側鎖にオ
キシアルキレン鎖を有する含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂は、例えば、前記共重合
（Ｐ１－１）、共重合体（Ｐ１－２）、共重合体（Ｐ１－３）及び共重合体（Ｐ１－４）
を得る際にオキシアルキレン鎖を有するラジカル重合性不飽和単量体を併用することによ
り得ることができる。
【０１０１】
　前記オキシアルキレン鎖を有するラジカル重合性不飽和単量体としては、例えば、ポリ
プロピレングリコールモノ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールモノ（メタ）
アクリレート、ポリテトラメチレングリコール（メタ）アクリレート、ポリ（エチレング
リコール・プロピレングリコール）モノ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコール
・ポリプロピレングリコールモノ（メタ）アクリレート、ポリ（エチレングリコール・テ
トラメチレングリコール）モノ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコール・ポリテ
トラメチレングリコールモノ（メタ）アクリレート、ポリ（プロピレングリコール・テト
ラメチレングリコール）モノ（メタ）アクリレート、ポリプロピレングリコール・ポリテ
トラメチレングリコールモノ（メタ）アクリレート、ポリ（プロピレングリコール・ブチ
レングリコール）モノ（メタ）アクリレート、ポリプロピレングリコール・ポリブチレン
グリコールモノ（メタ）アクリレート、ポリ（エチレングリコール・ブチレングリコール
）モノ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコール・ポリブチレングリコールモノ（
メタ）アクリレート、ポリ（テトラエチレングリコール・ブチレングリコール）モノ（メ
タ）アクリレート、ポリテトラエチレングリコール・ポリブチレングリコールモノ（メタ
）アクリレート、ポリブチレングリコールモノ（メタ）アクリレート、ポリ（エチレング
リコール・トリメチレングリコール）モノ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコー
ル・ポリトリメチレングリコールモノ（メタ）アクリレート、ポリ（プロピレングリコー
ル・トリメチレングリコール）モノ（メタ）アクリレート、ポリプロピレングリコール・
ポリトリメチレングリコールモノ（メタ）アクリレート、ポリ（トリメチレングリコール
・テトラメチレングリコール）モノ（メタ）アクリレート、ポリトリメチレングリコール
・ポリテトラメチレングリコールモノ（メタ）アクリレート、ポリ（ブチレングリコール
・トリメチレングリコール）モノ（メタ）アクリレート、ポリブチレングリコール・ポリ
トリメチレングリコールモノ（メタ）アクリレート等が挙げられる。なお、「ポリ（エチ
レングリコール・プロピレングリコール）」は、エチレングリコールとプロピレングリコ
ールとのランダム共重合物を意味し、「ポリエチレングリコール・ポリプロピレングリコ
ール」は、エチレングリコールとプロピレングリコールとのブロック共重合物を意味する
。他の物も同様である。オキシアルキレン鎖を有するラジカル重合性不飽和単量体の中で
も、オキシエチレン鎖を含むラジカル重合性不飽和単量体が好ましく、ポリエチレングリ
コールモノ（メタ）アクリレートがより好ましい。
【０１０２】
　前記オキシアルキレン鎖を有するラジカル重合性不飽和単量体の市販品としては、例え
ば、新中村化学工業株式会社製の「ＮＫエステルＭ－２０Ｇ」、「ＮＫエステルＭ－４０
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Ｇ」、「ＮＫエステルＭ－９０Ｇ」、「ＮＫエステルＭ－２３０Ｇ」、「ＮＫエステルＡ
Ｍ－９０Ｇ」、「ＮＫエステルＡＭＰ－１０Ｇ」、「ＮＫエステルＡＭＰ－２０Ｇ」、「
ＮＫエステルＡＭＰ－６０Ｇ」、日油株式会社製の「ブレンマーＰＥ－９０」、「ブレン
マーＰＥ－２００」、「ブレンマーＰＥ－３５０」、「ブレンマーＰＭＥ－１００」、「
ブレンマーＰＭＥ－２００」、「ブレンマーＰＭＥ－４００」、「ブレンマーＰＭＥ－４
０００」、「ブレンマーＰＰ－１０００」、「ブレンマーＰＰ－５００」、「ブレンマー
ＰＰ－８００」、「ブレンマー７０ＰＥＰ－３５０Ｂ」、「ブレンマー５５ＰＥＴ－８０
０」、「ブレンマー５０ＰＯＥＰ－８００Ｂ」、「ブレンマー１０ＰＰＢ－５００Ｂ」、
「ブレンマーＮＫＨ－５０５０」、「ブレンマーＡＰ－４００」、「ブレンマーＡＥ－３
５０」等が挙げられる。オキシアルキレン鎖を有するラジカル重合性不飽和単量体は単独
で使用しても良いし、２種以上を併用しても良い。
【０１０３】
　また、本発明の含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂を得る際は前記したラジカル重合
性不飽和単量体以外のラジカル重合性不飽和単量体を本発明の効果を損なわない範囲で使
用しても良い。このようなラジカル重合性不飽和単量体としては、例えば、（メタ）アク
リル酸メチル、（メタ）アクリル酸エチル、（メタ）アクリル酸－ｎ－プロピル、（メタ
）アクリル酸－ｎ－ブチル、（メタ）アクリル酸イソブチル、（メタ）アクリル酸－ｎ－
ペンチル、（メタ）アクリル酸－ｎ－ヘキシル、（メタ）アクリル酸－ｎ－ヘプチル、（
メタ）アクリル酸－ｎ－オクチル、（メタ）アクリル酸－２－エチルヘキシル、（メタ）
アクリル酸ノニル、（メタ）アクリル酸デシル、（メタ）アクリル酸ドデシル、（メタ）
アクリル酸シクロヘキシル、（メタ）アクリル酸イソボルニル等の（メタ）アクリル酸エ
ステル類；スチレン、α－メチルスチレン、ｐ－メチルスチレン、ｐ－メトキシスチレン
等の芳香族ビニル類；マレイミド、メチルマレイミド、エチルマレイミド、プロピルマレ
イミド、ブチルマレイミド、ヘキシルマレイミド、オクチルマレイミド、ドデシルマレイ
ミド、ステアリルマレイミド、フェニルマレイミド、シクロヘキシルマレイミド等のマレ
イミド類などが挙げられる。これらのラジカル重合性不飽和単量体は単独で使用しても良
いし、２種以上を併用しても良い。
【０１０４】
　また、本発明の含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂を上記方法で得た後は、必要によ
り再沈殿、濃縮等の方法により反応系にある有機溶媒を除去し、水を加え水中に溶解又は
分散させても良い。
【０１０５】
　本発明の界面活性剤は、ラジカル重合性不飽和単量体の重合体構造（ａ１）と、ポリ（
パーフルオロアルキレンエーテル）鎖（ａ２）と、ラジカル重合性不飽和基（ａ３）と、
酸基の中和塩構造（ａ４）とを有することを特徴とする。このような構成とすることによ
り、水性の組成物中に均一に分散または溶解することができ、硬化塗膜（硬化物）に良好
なレベリング性、防汚性を付与することが可能となる。
【０１０６】
　本発明の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物は、本発明の含フッ素活性エネルギー線硬
化型樹脂〔以下、これを含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂（Ａ）と略記することがあ
る。〕と、該含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂（Ａ）以外の活性エネルギー線硬化型
親水性樹脂（Ｂ）と、水とを含有することを特徴とする活性エネルギー線硬化型樹脂組成
物である。
【０１０７】
　前記活性エネルギー線硬化型親水性樹脂（Ｂ）としては、ラジカル重合性基と親水性の
官能基を有するものが挙げられる。前記ラジカル重合性基としては、例えば、（メタ）ア
クリロイル基、ビニル基、アリル基等が挙げられる。中でも光硬化性に優れ、十分に光硬
化した硬化塗膜が得られることから（メタ）アクリロイル基が好ましい。
【０１０８】
　前記親水性の官能基としては、例えば、カルボキシル基、スルホン酸基、リン酸基、ポ
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リオキシエチレン鎖等が挙げられる。親水性の官能基は原料の入手しやすく、合成も容易
で簡便に活性エネルギー線硬化型親水性樹脂（Ｂ）が得られることからカルボキシル基、
ポリオキシエチレン鎖が好ましい。
【０１０９】
　前記活性エネルギー線硬化型親水性樹脂（Ｂ）の具体的な例としては、例えば、ラジカ
ル重合性不飽和基を有する親水性エポキシ樹脂、ラジカル重合性不飽和基を有する親水性
（メタ）アクリル樹脂等が挙げられる。
【０１１０】
　前記親水性エポキシ樹脂としては、例えば、エポキシ樹脂と、該エポキシ樹脂が有する
エポキシ基と反応性を有する官能基を有するラジカル重合性不飽和単量体とを反応させた
後、更に、該エポキシ樹脂が有するエポキシ基と反応性を有する官能基と親水性基を有す
る化合物を反応することによって得ることができる。
【０１１１】
　前記エポキシ樹脂としては、例えば、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ビスフェノー
ルＦ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＳ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＡＤ型エポキシ
樹脂、レゾルシン型エポキシ樹脂、ハイドロキノン型エポキシ樹脂、カテコール型エポキ
シ樹脂、ジヒドロキシナフタレン型エポキシ樹脂、ビフェニル型エポキシ樹脂、テトラメ
チルビフェニル型エポキシ樹脂等が挙げられる。
【０１１２】
　エポキシ基と反応性を有する官能基を有するラジカル重合性不飽和単量体としては、例
えば、（メタ）アクリル酸、β－カルボキシエチルアクリレート等が挙げられる。
【０１１３】
　エポキシ基と反応性を有する官能基と親水性基を有する化合物としては、例えば、フタ
ル酸、無水フタル酸等の多価カルボン酸や多価カルボン酸無水物；スルホン酸、リン酸等
が挙げられる。
【０１１４】
　前記ラジカル重合性有機基を有する親水性（メタ）アクリル樹脂は、例えば、水酸基を
有するアクリル樹脂と、ポリイソシアネート化合物と、水酸基を有するラジカル重合性不
飽和単量体との反応物等が挙げられる。
【０１１５】
　前記反応物の中でも、親水性に優れる樹脂となることから、ポリオキシアルキレン基を
有するラジカル重合性不飽和単量体（ｂ１）、前記アクリル単量体（ｂ１）以外の水酸基
を有するラジカル重合性不飽和単量体（ｂ２）、並びに前記ラジカル重合性不飽和単量体
（ｂ１）及びラジカル重合性不飽和単量体（ｂ２）以外のラジカル重合性不飽和単量体（
ｂ３）の共重合体（ｂ４）と、ポリイソシアネート化合物（ｂ５）と、水酸基を有するラ
ジカル重合性不飽和単量体（ｂ６）との反応物〔以下、これを活性エネルギー線硬化型親
水性樹脂（Ｂ１）と略記することがある〕を好ましく例示することができる。以下、この
反応物について詳述する。
【０１１６】
　前記共重合体（ｂ４）はポリオキシアルキレン基を有するラジカル重合性不飽和単量体
（ｂ１）、水酸基を有するラジカル重合性不飽和単量体（ｂ２）、並びに前記ラジカル重
合性不飽和単量体（ｂ１）及びラジカル重合性不飽和単量体（ｂ２）以外のラジカル重合
性不飽和単量体（ｂ３）を必須原料とした共重合体である。
【０１１７】
　前記ラジカル重合性不飽和単量体（ｂ１）としては、例えば、ポリオキシアルキレン基
及び（メタ）アクリロイル基を有する化合物である。前記ポリオキシアルキレン基として
は、例えば、ポリオキシエチレン基、ポリオキシプロピレン基、ポリオキシブチレン基等
が挙げられる。 
【０１１８】
　前記ラジカル重合性不飽和単量体（ｂ１）としては、例えば、下記一般式（ｂ－１）で
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表されるものが挙げられる。
【０１１９】
【化８】

【０１２０】
（式中、Ｒ１は水素原子又はメチル基であり、Ｘ、Ｙ及びＺはそれぞれ独立のアルキレン
基であり、ｐ、ｑ及びｒはそれぞれ０又は１以上の整数であり、かつｐ、ｑ及びｒの合計
は１以上の整数であり、Ｒ２は水素原子、炭素原子数１～６のアルキル基又はフェニル基
である。）
【０１２１】
　前記一般式（ｂ－１）中のＸ、Ｙ及びＺはアルキレン基であるが、このアルキレン基と
しては、例えば、エチレン基、プロピレン基、ブチレン基等が挙げられ、これらのアルキ
レン基には、置換基を有しているものも含まれる。 
【０１２２】
　前記一般式（ｂ－１）中のｐ、ｑ及びｒは、オキシアルキレン基の繰り返し単位数を表
すが、水中での分散性が向上し、得られる活性エネルギー線硬化型樹脂組成物の貯蔵安定
性が向上することから、その合計が４～１００のものが好ましく、６～５０のものがより
好ましく、８～２５のものがさらに好ましい。なお、Ｘを含む繰り返し単位、Ｙを含む繰
り返し単位及びＺを含む繰り返し単位は、ランダム状に配置されてもブロック状に配置さ
れても構わない。
【０１２３】
　前記一般式（１）中のＲ２は、水素原子、炭素原子数１～６のアルキル基又はフェニル
基である。Ｒ２が水素の場合は、前記ラジカル重合性不飽和単量体（ｂ１）は、ポリエチ
レングリコール、ポリプロピレングリコール、ポリブチレングリコール等のポリアルキレ
ングリコールのモノ（メタ）アクリル酸エステルとなり、Ｒ２が炭素原子数１～６のアル
キル基又はフェニル基の場合は、アルキレングリコールのモノ（メタ）アクリル酸エステ
ルの（メタ）アクリロイル基ではない末端が炭素原子数１～６のアルキル基又はフェニル
基によって封止されたものとなる。これらの中でも、水中での分散性が向上し、得られる
活性エネルギー線硬化型樹脂組成物の貯蔵安定性が向上することから、Ｒ２が炭素原子数
１～３のアルキル基のものが好ましく、Ｒ２がメチル基のものがより好ましい。   
【０１２４】
　前記ラジカル重合性不飽和単量体（ｂ１）としては、例えば、ポリエチレングリコール
（メタ）アクリレート、メトキシポリエチレングリコール（メタ）アクリレート、エトキ
シポリエチレングリコール（メタ）アクリレート、プロポキシポリエチレングリコール（
メタ）アクリレート、ブトキシポリエチレングリコール（メタ）アクリレート、フェノキ
シポリエチレングリコール（メタ）アクリレート、ポリプロピレングリコール（メタ）ア
クリレート、メトキシポリプロピレングリコール（メタ）アクリレート、エトキシポリプ
ロピレングリコール（メタ）アクリレート、プロポキシポリプロピレングリコール（メタ
）アクリレート、ブトキシポリプロピレングリコール（メタ）アクリレート、フェノキシ
ポリプロピレングリコール（メタ）アクリレート、ポリブチレングリコール（メタ）アク
リレート、メトキシポリブチレングリコール（メタ）アクリレート、エトキシポリブチレ
ングリコール（メタ）アクリレート、プロポキシポリブチレングリコール（メタ）アクリ
レート、ブトキシポリブチレングリコール（メタ）アクリレート、フェノキシポリブチレ
ングリコール（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコール－ポリプロピレングリコー
ル（メタ）アクリレート、メトキシポリエチレングリコール－ポリプロピレングリコール
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（メタ）アクリレート、フェノキシポリエチレングリコール－ポリプロピレングリコール
（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコール－ポリブチレングリコール（メタ）アク
リレート、メトキシポリエチレングリコール－ポリブチレングリコール（メタ）アクリレ
ート、フェノキシポリエチレングリコール－ポリブチレングリコール（メタ）アクリレー
ト等が挙げられる。これらのラジカル重合性不飽和単量体（ｂ１）の中でも、前記アクリ
ル樹脂（Ｂ１）の水媒体への分散性が良好になることから、ポリオキシエチレン基を有す
るものが好ましい。ラジカル重合性不飽和単量体（ｂ１）は、単独で用いることも２種以
上併用することもできる。
【０１２５】
　前記ラジカル重合性不飽和単量体（ｂ２）は、ラジカル重合性不飽和単量体（ｂ１）以
外で、且つ、水酸基及び（メタ）アクリロイル基を有する化合物である。ラジカル重合性
不飽和単量体（ｂ２）の具体例としては、例えば、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリ
レート、３－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシ－ｎ－ブチル（
メタ）アクリレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシ－
ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、３－ヒドロキシ－ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、
１，４－シクロヘキサンジメタノールモノ（メタ）アクリレート、Ｎ－（２－ヒドロキシ
エチル）（メタ）アクリルアミド、グリセリンモノ（メタ）アクリレート、ポリエチレン
グリコールモノ（メタ）アクリレート、ポリプロピレングリコールモノ（メタ）アクリレ
ート、２－ヒドロキシ－３－フェノキシプロピル（メタ）アクリレート、２－（メタ）ア
クリロイルオキシエチル－２－ヒドロキシエチルフタレート、末端に水酸基を有するラク
トン変性（メタ）アクリレート等が挙げられる。なお、ラジカル重合性不飽和単量体（ｂ
２）は、単独で用いることも２種以上併用することもできる。 
【０１２６】
　前記ラジカル重合性不飽和単量体（ｂ３）は、前記ラジカル重合性不飽和単量体（ｂ１
）及び（ｂ２）以外のラジカル重合性不飽和単量体である。ラジカル重合性不飽和単量体
（ｂ３）としては、例えば、（メタ）アクリル酸、メチル（メタ）アクリレート、エチル
（メタ）アクリレート、ｎ－プロピル（メタ）アクリレート、イソプロピル（メタ）アク
リレート、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、ｎ－ペ
ンチル（メタ）アクリレート、ｎ－ヘキシル（メタ）アクリレート、ｎ－ヘプチル（メタ
）アクリレート、ｎ－オクチル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アク
リレート、ノニル（メタ）アクリレート、デシル（メタ）アクリレート、ドデシル（メタ
）アクリレート、セチル（メタ）アクリレート、ステアリル（メタ）アクリレート、ベヘ
ニル（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、４－ｔｅｒｔ－ブチ
ルシクロヘキシル（メタ）アクリレート、イソボルニル（メタ）アクリレート、ジシクロ
ペンタニル（メタ）アクリレート、ベンジル（メタ）アクリレート、アクリルアミド、Ｎ
，Ｎ－ジメチル（メタ）アクリルアミド、（メタ）アクリロニトリル、３－（メタ）アク
リロイルプロピルトリメトキシシラン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル（メタ）アクリレ
ート、グリシジル（メタ）アクリレート等が挙げられる。ラジカル重合性不飽和単量体（
ｂ３）の中でも、得られる活性エネルギー線硬化型樹脂組成物の貯蔵安定性がより向上す
ることから、脂肪族又は脂環式アクリル単量体が好ましく、この中でも、脂環式ラジカル
重合性不飽和単量体がより好ましい。ラジカル重合性不飽和単量体（ｂ３）は、単独で用
いることも２種以上併用することもできる。 
【０１２７】
　前記共重合体（ｂ４）の原料として、上記のラジカル重合性不飽和単量体（ｂ１）、ラ
ジカル重合性不飽和単量体（ｂ２）、及びラジカル重合性不飽和単量体（ｂ３）以外のそ
の他の単量体を用いても構わない。このその他の単量体としては、例えば、スチレン、α
－メチルスチレン、ｐ－メチルスチレン、ｐ－メトキシスチレン等の芳香族ビニル単量体
等が挙げられる。
【０１２８】
　前記ラジカル重合性不飽和単量体（ｂ１）の使用量は、水中での分散性が向上し、得ら
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れる活性エネルギー線硬化型樹脂組成物の貯蔵安定性が向上することから、共重合体（ｂ
４）の原料である単量体成分中の質量比率で、３０～８０質量％の範囲が好ましく、４０
～７０質量％の範囲がより好ましい。また、前記ラジカル重合性不飽和単量体（ｂ２）の
使用量は、水中での分散性が向上し、得られる活性エネルギー線硬化型樹脂組成物の貯蔵
安定性が向上することから、前記共重合体（ｂ４）の原料である単量体成分中の質量比率
で、２～３０質量％の範囲が好ましく、３～２５質量％の範囲がより好ましく、５～２０
質量％の範囲がさらに好ましい。なお、前記ラジカル重合性不飽和単量体（ｂ３）、必要
に応じて用いるその他の単量体の使用量は、前記共重合体（ｂ４）の原料である単量体成
分の合計１００質量％から上記のラジカル重合性不飽和単量体（ｂ１）及びラジカル重合
性不飽和単量体（ｂ２）の使用比率を除いた残部となる。 
【０１２９】
　前記共重合体（ｂ４）の製造方法としては、前記ラジカル重合性不飽和単量体（ｂ１）
～（ｂ３）及び必要に応じて用いるその他の単量体を、有機溶剤中、重合開始剤を使用し
て共重合させる方法等が挙げられる。ここで用いる有機溶媒としては、例えば、アルコー
ル化合物、ケトン化合物、エステル化合物、エーテル化合物、アミド化合物、スルホキシ
ド化合物、炭化水素化合物が好ましく、具体的には、メタノール、エタノール、プロパノ
ール、ｎ－ブタノール、ｉｓｏ－ブタノール、ｔｅｒｔ－ブタノール、３－メトキシブタ
ノール、アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン、シクロヘキサノン、
酢酸エチル、酢酸ブチル、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート、ジイソ
プロピルエーテル、エチレングリコールモノメチルエーテル、エチレングリコールモノエ
チルエーテル、エチレングリコールモノブチルエーテル、エチレングリコールジメチルエ
ーテル、ジエチレングリコールジメチルエーテル、ジエチレングリコールジエチルエーテ
ル、ジエチレングリコールジブチルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテル
、プロピレングリコールモノプロピルエーテル、プロピレングリコールモノブチルエーテ
ル、プロピレングリコールジメチルエーテル、ジプロピレングリコールモノメチルエーテ
ル、ジプロピレングリコールジメチルエーテル、ジメチルホルムアミド、ジメチルアセト
アミド、Ｎ－メチルピロリドン、ジメチルスルホキシド、テトラヒドロフラン、ジオキサ
ン、トルエン、キシレン等が挙げられる。これらの中でも、得られる活性エネルギー線硬
化型樹脂組成物の貯蔵安定性が向上することから、ジエチレングリコールジメチルエーテ
ル、ジエチレングリコールジエチルエーテル、ジプロピレングリコールジメチルエーテル
等のジアルキレングリコールジアルキルエーテルがより好ましい。
【０１３０】
　前記重合開始剤としては、例えば、シクロヘキサノンパーオキサイド、３，３，５－ト
リメチルシクロヘキサノンパーオキサイド、メチルシクロヘキサノンパーオキサイド等の
ケトンパーオキサイド化合物；１，１－ビス（ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシ）－３，３，
５－トリメチルシクロヘキサン、１，１－ビス（ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシ）シクロヘ
キサン、ｎ－ブチル－４，４－ビス（ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシ）バレレート、２，２
－ビス（４，４－ジｔｅｒｔ－ブチルパーオキシシクロヘキシル）プロパン、２，２－ビ
ス（４，４－ジｔｅｒｔ－アミルパーオキシシクロヘキシル）プロパン、２，２－ビス（
４，４－ジｔｅｒｔ－ヘキシルパーオキシシクロヘキシル）プロパン、２，２－ビス（４
，４－ジｔｅｒｔ－オクチルパーオキシシクロヘキシル）プロパン、２，２－ビス（４，
４－ジクミルパーオキシシクロヘキシル）プロパン等のパーオキシケタール化合物；クメ
ンハイドロパーオキサイド、２，５－ジメチルヘキサン－２，５－ジハイドロパーオキサ
イド等のハイドロパーオキサイド類；１，３－ビス（ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシ－ｍ－
イソプロピル）ベンゼン、２，５－ジメチル－２，５－ジ（ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシ
）ヘキサン、ジイソプロピルベンゼンパーオキサイド、ｔｅｒｔ－ブチルクミルパーオキ
サイド等のジアルキルパーオキサイド化合物；デカノイルパーオキサイド、ラウロイルパ
ーオキサイド、ベンゾイルパーオキサイド、２，４－ジクロロベンゾイルパーオキサイド
等のジアシルパーオキサイド化合物；ビス（ｔｅｒｔ－ブチルシクロヘキシル）パーオキ
シジカーボネート等のパーオキシカーボネート化合物；ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシ－２
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－エチルヘキサノエート、ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシベンゾエート、２，５－ジメチル
－２，５－ジ（ベンゾイルパーオキシ）ヘキサン等のパーオキシエステル化合物などの有
機過酸化物と、２，２’－アゾビスイソブチロニトリル、１，１’－アゾビス（シクロヘ
キサン－１－カルボニトリル）等のアゾ化合物とが挙げられる。 
【０１３１】
　また、前記共重合体（ｂ４）を製造する際に、必要に応じて、ラウリルメルカプタン、
２－メルカプトエタノ－ル、チオグリセロール、エチルチオグリコ－ル酸、オクチルチオ
グリコ－ル酸等の連鎖移動剤を使用しても構わない。
【０１３２】
　前記共重合体（ｂ４）の水酸基価は、水中での分散性が向上し、得られる活性エネルギ
ー線硬化型樹脂組成物の貯蔵安定性が向上することから、５～１３０ｍｇＫＯＨ／ｇの範
囲が好ましく、１０～１００ｍｇＫＯＨ／ｇの範囲がより好ましく、１５～８０ｍｇＫＯ
Ｈ／ｇの範囲がさらに好ましい。
【０１３３】
　前記共重合体（ｂ４）の重量平均分子量（Ｍｗ）は、水中での分散性が向上し、得られ
る活性エネルギー線硬化型樹脂組成物の貯蔵安定性が向上することから、３，０００～１
００，０００の範囲が好ましく、４，０００～５０，０００の範囲がより好ましく、５，
０００～３０，０００の範囲がさらに好ましい。
【０１３４】
　前記ポリイソシアネート化合物（ｂ５）としては、例えば、トリレンジイソシアネート
、ジフェニルメタンジイソシアネート、ｍ－キシリレンジイソシアネート、ｍ－フェニレ
ンビス（ジメチルメチレン）ジイソシアネート等の芳香族ジイソシアネート化合物；ヘキ
サメチレンジイソシアネート、リジンジイソシアネート、１，３－ビス（イソシアナトメ
チル）シクロヘキサン、２－メチル－１，３－ジイソシアナトシクロヘキサン、２－メチ
ル－１，５－ジイソシアナトシクロヘキサン、４，４’－ジシクロヘキシルメタンジイソ
シアネート、イソホロンジイソシアネート等の脂肪族又は脂環式ジイソシアネート化合物
等が挙げられる。これらの中でも、耐黄変性に優れることから、脂肪族又は脂環式ジイソ
シアネート化合物が好ましい。
【０１３５】
　また、前記ポリイソシアネート化合物（ｂ５）として、上記のジイソシアネート化合物
を多価アルコールと付加反応させて得られるイソシアネート基を有するプレポリマー；上
記のジイソシアネート化合物を環化三量化させて得られるイソシアヌレート環を有する化
合物；上記のジイソシアネート化合物を水と反応させて得られる尿素結合やビュレット結
合を有するポリイソシアネート化合物；２－イソシアナトエチル（メタ）アクリレート、
３－イソプロペニル－α，α－ジメチルベンジルイソシアネート、（メタ）アクリロイル
イソシアネート等のイソシアネート基を有するラジカル重合性不飽和単量体の単独重合体
；前記イソシアネート基を有するラジカル重合性不飽和単量体と、その他のラジカル重合
性不飽和単量体、ビニルエステル化合物、ビニルエーテル化合物、芳香族ビニル単量体、
フルオロオレフィン等の単量体と共重合することによって得られるイソシアネート基を有
する共重合体なども用いることができる。ポリイソシアネート化合物（ｂ５）は、単独で
用いることも２種以上併用することもできる。
【０１３６】
　前記水酸基を有するラジカル重合性不飽和単量体（ｂ６）は、水酸基及びラジカル重合
性不飽和基として（メタ）アクリロイル基を有する化合物である。このラジカル重合性不
飽和単量体（ｂ６）としては、例えば、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、３
－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシ－ｎ－ブチル（メタ）アク
リレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシ－ｎ－ブチル
（メタ）アクリレート、３－ヒドロキシ－ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、１，４－シ
クロヘキサンジメタノールモノ（メタ）アクリレート、Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）（
メタ）アクリルアミド、グリセリンモノ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコール
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モノ（メタ）アクリレート、ポリプロピレングリコールモノ（メタ）アクリレート、２－
ヒドロキシ－３－フェノキシプロピル（メタ）アクリレート、２－（メタ）アクリロイル
オキシエチル－２－ヒドロキシエチルフタレート、末端に水酸基を有するラクトン変性（
メタ）アクリレート等の水酸基を有する単官能（メタ）アクリレート；トリメチロールプ
ロパンジ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ジペ
ンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート等の水酸基を有する多官能（メタ）アク
リレートなどが挙げられる。ラジカル重合性不飽和単量体（ｂ６）は、単独で用いること
も２種以上併用することもできる。
【０１３７】
　前記ラジカル重合性不飽和単量体（ｂ６）の中でも、低粘度のため取り扱いが容易で、
得られた活性エネルギー線硬化型樹脂組成物から得られる硬化塗膜の表面硬度を高くでき
ることから、ペンタエリスリトールトリアクリレートが好ましい。
【０１３８】
　前記共重合体（ｂ４）、ポリイソシアネート化合物（ｂ５）及びラジカル重合性不飽和
単量体（ｂ６）の反応方法としては、例えば、前記共重合体（ｂ４）、ポリイソシアネー
ト化合物（ｂ５）及びラジカル重合性不飽和単量体（ｂ６）を同時に反応させる方法、前
記ポリイソシアネート化合物（ｂ５）及びラジカル重合性不飽和単量体（ｂ６）を反応さ
せた後、前記共重合体（ｂ４）を反応させる方法、前記共重合体（ｂ４）及びポリイソシ
アネート化合物（ｂ５）を反応させた後、前記ラジカル重合性不飽和単量体（ｂ６）を反
応させる方法等が挙げられるが、いずれの方法でも構わない。
【０１３９】
　前記共重合体（ｂ４）、ポリイソシアネート化合物（ｂ５）及びラジカル重合性不飽和
単量体（ｂ６）の反応は、無触媒でも行うことはできるが、反応の進行を促進させるため
、ウレタン化触媒の存在下で行うことが好ましい。前記ウレタン化触媒としては、例えば
、ピリジン、ピロール、トリエチルアミン、ジエチルアミン、ジブチルアミン等のアミン
化合物；トリフェニルホスフィン、トリエチルホスフィン等のホフィン化合物；ジブチル
錫ジラウレート、オクチル錫トリラウレート、オクチル錫ジアセテート、ジブチル錫ジア
セテート、オクチル酸錫等の有機錫化合物、オクチル酸亜鉛等の有機金属化合物などが挙
げられる。これらのウレタン化触媒の中でも、ジブチル錫ジラウレートが好ましい。
【０１４０】
　前記共重合体（ｂ４）と前記ラジカル重合性不飽和単量体（ｂ６）との質量比［（ｂ４
）／（ｂ６）］は、水中での分散性が向上し、得られる活性エネルギー線硬化型樹脂組成
物の貯蔵安定性が向上することから、０．２～８．０の範囲が好ましく、０．３～４．５
の範囲がより好ましく、０．５～２．５の範囲がさらに好ましい。
【０１４１】
　また、前記共重合体（ｂ４）、ポリイソシアネート化合物（ｂ５）及びラジカル重合性
不飽和単量体（ｂ６）の使用量は、水中での分散性が向上し、得られる活性エネルギー線
硬化型樹脂組成物の貯蔵安定性が向上することから、前記ポリイソシアネート化合物（ｂ
５）が有するイソシアネート基のモル数１に対して、前記共重合体（ｂ４）が有する水酸
基及びラジカル重合性不飽和単量体（ｂ６）が有する水酸基の合計モル数が、０．２～１
．２となる範囲が好ましく、０．４～１．０となる範囲がより好ましい。
【０１４２】
　また、前記共重合体（ｂ４）、ポリイソシアネート化合物（ｂ５）及びラジカル重合性
不飽和単量体（ｂ６）の反応の際に、有機溶剤が存在する場合、ポリイソシアネート化合
物（ｂ５）と反応する有機溶剤は、脱溶剤しておくことが好ましい。  
【０１４３】
　本発明の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物中の含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂
（Ａ）の含有量としては、不揮発分１００質量部に対して０．００１～１０質量部が組成
物中の他の樹脂との相溶性に優れ、防汚性に優れる塗膜が得られる組成物となることから
好ましく、０．０１～３質量部がより好ましく、０．１～１質量部が更に好ましい。また
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、本発明の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物中の活性エネルギー線硬化型親水性樹脂（
Ｂ）の含有量としては、不揮発分１００質量部に対して１０～５０質量部が、粘度が低く
コーティング性に優れる組成物となることから好ましく、２０～４０質量部がより好まし
い。
【０１４４】
　本発明の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物は、通常重合開始剤を含有する。重合開始
剤としては、例えば、ベンゾフェノン、アセトフェノン、ベンゾイン、ベンゾインエチル
エーテル、ベンゾインイソブチルエーテル、ベンジルメチルケタール、アゾビスイソブチ
ロニトリル、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン、２－ヒドロキシ－２－メチ
ル－１－フェニル－１－オン、１－（４’－イソプロピルフェニル）－２－ヒドロキシ－
２－メチルプロパン－１－オン、１－（４’－ドデシルフェニル）－２－ヒドロキシ－２
－メチルプロパン－１－オン、３，３’，４，４’－テトラ（ｔ－ブチルパーオキシカル
ボニル）ベンゾフェノン、４，４’’－ジエチルイソフタロフェン、２，２－ジメトキシ
－１，２－ジフェニルエタン－１－オン、ベンゾインイソプロピルエーテル、チオキサン
ソン、２－クロロチオキサンソン、２－メチルチオキサンソン、２－イソプロピルチオキ
サンソン、２－メチル－１［４－（メチルチオ）フェニル］－２－モルフォリノプロパン
－１－オン、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルフォリノフェニル）－
ブタノン－１、ビス（２，６－ジメトキシベンゾイル）－２，４，４－トリメチル－ペン
チルホスフィンオキサイド、ビス（２，４，６，－トリメチルベンゾイル）－フェニルホ
スフィンオキサイド、２，４，６－トリメチルベンゾイルジフェニルホスフィンオキサイ
ド等が挙げられる。重合開始剤は単独で使用しても良いし、２種以上を併用しても良い。
【０１４５】
　また、必要に応じてアミン化合物又はリン化合物等の光増感剤を添加し、光重合を促進
することもできる。
【０１４６】
　本発明の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物中の重合開始剤の含有量は、含フッ素活性
エネルギー線硬化型樹脂（Ａ）と活性エネルギー線硬化型親水性樹脂（Ｂ）の合計１００
質量部に対して、０．０１～１５質量部の範囲であることが好ましく、０．３～７質量部
の範囲であることがより好ましい。
【０１４７】
　本発明の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物には、本発明の効果を損なわない範囲で充
填剤、分散剤、本発明の含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂以外の界面活性剤、親水性
溶剤等を添加することもできる。
【０１４８】
　前記親水性溶剤としては、例えば、テトラヒドロフラン、ジオキサン、ジメチルホルム
アミド、Ｎ－メチルピロリドン、ジメチルスルホキシド、メタノール、エタノール、プロ
パノール、エチレングリコール、プロピレングリコール、エチレングリコールモノメチル
エーテル、エチレングリコールジメチルエーテル、プロピレングリコールメチルエーテル
、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコールジメチルエーテル等
が挙げられる。
【０１４９】
　本発明の硬化塗膜は本発明の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物を硬化させてなるもの
である。硬化塗膜の膜厚は、例えば１～３００μｍであり、１０～２５０μｍ又は１５～
２００μｍであってもよい。
【０１５０】
　本発明の硬化塗膜を得る際に用いる活性エネルギー線硬化型樹脂組成物を塗布する方法
は、用途により異なるが、例えば、グラビアコーター、ロールコーター、コンマコーター
、ナイフコーター、エアナイフコーター、カーテンコーター、キスコーター、シャワーコ
ーター、ホイーラーコーター、スピンコーター、ディッピング、スクリーン印刷、スプレ
ー、アプリケーター、バーコーター、エアスプレー、エアレススプレー、ローラー、リシ
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ンガン、万能ガン、ハケ、静電塗装等、種々の方法を用いることができる。
【０１５１】
　活性エネルギー線硬化型樹脂組成物を塗布した後は通常、乾燥させる。乾燥方法として
は、加熱乾燥、常温乾燥のいずれであってもよい。乾燥後は活性エネルギー線を照射し、
本発明の硬化塗膜を得る。活性エネルギー線としては、紫外線、電子線、α線、β線、γ
線のような電離放射線であるが、具体的なエネルギー源又は硬化装置としては、例えば、
殺菌灯、紫外線用蛍光灯、カーボンアーク、キセノンランプ、複写用高圧水銀灯、中圧又
は高圧水銀灯、超高圧水銀灯、無電極ランプ、メタルハライドランプ、自然光等を光源と
する紫外線、又は走査型、カーテン型電子線加速器による電子線等が挙げられる。  
【０１５２】
　前記の通り、本発明の含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂は界面活性剤として水性の
活性エネルギー線硬化性樹脂組成物に好適に用いることができる。本発明の活性エネルギ
ー線硬化型樹脂組成物は、有機溶剤溶剤を含有せずともレベリング性、防汚性に優れる硬
化塗膜が得られ、種々の用途に用いるコーティング材として用いることができる。このよ
うな優れた特性により本発明の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物はＴＡＣフィルムに代
表される液晶ディスプレイ用偏光板用保護フィルムやタッチパネル保護フィルム用のハー
ドコート材；携帯電話、スマートフォン、テレビ、デジタルカメラ、ゲーム機の液晶ディ
スプレイや有機ＥＬディスプレイ用ハードコート剤；携帯電話、スマートフォン、パーソ
ナルコンピューター、テレビ、冷蔵庫、洗濯機、エアコン、デジタルカメラ、ゲーム機等
の電化製品の筐体用ハードコート剤；光学レンズ用コート剤；液晶ディスプレイ用カラー
フィルターに使用されるブラックマトリックス用の塗料・インキ又はブラックレジスト；
自動車や鉄道車輌等の各種車輌の内装材、人工皮革や合成皮革等の皮革、ＦＲＰ浴槽等の
ＦＲＰ物品、化粧板等の各種建材、家具等の木工材料等の塗料；光ファイバクラッド材；
導波路；液晶封止材；各種光学用シール材；光学用接着剤等に好適に用いることができる
。
【実施例】
【０１５３】
　以下、本発明を実施例に基づき更に具体的に説明する。例中の部及び％は断りがない限
り質量基準である。
【０１５４】
　合成例１〔活性エネルギー線硬化型親水性樹脂（Ｂ）の合成〕
　攪拌機、温度計、冷却管及び窒素導入管を備えた４つ口のフラスコに、メチルエチルケ
トン３００ｇを仕込み、窒素気流下に７５℃に昇温した後、メトキシポリエチレングリコ
ールアクリレート（１分子当たりのオキシエチレン単位数：平均１３以下、新中村化学工
業製「ＡＭ－１３０Ｇ」）３２５ｇ、２－ヒドロキシエチルメタクリレート７５ｇ、イソ
ボルニルアクリレート２４１ｇ、２、２‘－アゾビス（２，４－ジメチルバレロニトリル
）（日本ファインケム製「ＡＢＮ－Ｖ」）１１ｇ及びメチルエチルケトン４７ｇからなる
混合液を５時間かけて滴下した。滴下後、７５℃で３時間反応して、重量平均分子量が１
１，５００であり、水酸基価が５０である重合体（ｂ４）を含む溶液（樹脂分６５質量％
）を得た。
【０１５５】
　攪拌機、温度計及び冷却管を備えた４つ口フラスコに、合成例で得られた重合体（ｂ４
）の６５質量％溶液１６０ｇ、メトキノン０．２ｇ、ジブチル錫ジラウレート０．１ｇ、
ペンタエリスリトールトリアクリレートとペンタエリスリトールテトラアクリレートの混
合物（東亞合成株式会社製「アロニックス　Ｍ－３０５」）２５１ｇ、及びイソホロンジ
イソシアネート６７ｇを仕込み、７５℃まで昇温した後、同温度で８時間撹拌混合し、赤
外線スペクトルで２２５０ｃｍ－１のイソシアネート基の吸収が消失したことを確認して
反応を終了した。次いで、反応液を３０℃まで冷却した後、イオン交換水５２０ｇを加え
て攪拌し、有機溶剤成分であるメチルエチルケトンを減圧留去して活性エネルギー線硬化
型水性樹脂組成物（Ｗ－１）の水分散体を得た。
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【０１５６】
　実施例１（含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂）
　撹拌装置、温度計、冷却管、滴下装置を備えたガラスフラスコに、下記式（ａ１）
【０１５７】
【化９】

（式中、ＰＦＰＥはパーフルオロメチレン基及びパーフルオロエチレン基であり、１分子
あたり、パーフルオロメチレン基が平均１９個、パーフルオロエチレン基が平均１９個で
ある。）
で表される両末端に水酸基を有するパーフルオロポリエーテル化合物１５０ｇ、ｐ－クロ
ロメチルスチレン６８ｇ、ｐ－メトキシフェノール０．０５ｇ、ベンジルトリエチルアン
モニウムクロライドの５０質量％水溶液４４ｇ及びヨウ化カリウム０．１２ｇを仕込んだ
。次いで、空気気流下にて攪拌を開始し、フラスコ内温度を４５℃に昇温させ、水酸化ナ
トリウムの４９質量％水溶液１．３ｇを２時間かけて滴下した。滴下終了後、６０℃まで
昇温し、１時間攪拌させた。この後、水酸化ナトリウムの４９質量％水溶液１１．５質量
部を４時間かけて滴下した後、さらに１５時間反応した。
【０１５８】
　反応終了後、生成した塩をろ別し、ろ液を静置し、上澄み液を除去した。さらに５００
ｍＬの水をろ液に加えて、水洗を行った。この水洗を３回行い、水洗後、更にメタノール
５００ｍＬを加えてろ液を洗浄した。メタノールによる塩の洗浄は３回行った。
【０１５９】
　洗浄後、ろ液に重合禁止剤としてｐ－メトキシフェノール０．０６ｇ及び３，５－ｔ－
ジブチル－４－ヒドロキシトルエン０．２ｇを加えた後、４５℃にセットしたウオーター
バスとロータリーエバポレーターを用いて濃縮しながらメタノールを留去することにより
、下記式（Ａ１）
【０１６０】

【化１０】

（式中、ＰＦＰＥはパーフルオロメチレン基及びパーフルオロエチレン基であり、１分子
あたり、パーフルオロメチレン基が平均１９個、パーフルオロエチレン基が平均１９個で
ある。）
で表されるポリ（パーフルオロアルキレンエーテル）鎖とその両末端にスチリル基を有す
るラジカル重合性不飽和単量体（Ｘ１）を得た。
【０１６１】
　撹拌装置、温度計、冷却管、滴下装置を備えたガラスフラスコに、溶媒としてプロピレ
ングリコールモノメチルエーテル１００ｇを仕込み、窒素気流下にて攪拌しながら１０５
℃に昇温した。次いで、ラジカル重合性不飽和単量体（Ｘ１）２０ｇ、ポリエチレングリ
コールモノアクリレート（エチレン鎖の繰り返し数９）４０ｇとメタクリル酸４０ｇとを
プロピレングリコールモノメチルエーテル１５０質量部に溶解した溶液と、ラジカル重合
開始剤としてｔ－ブチルペルオキシ－２－エチルヘキサノエート１５ｇをプロピレングリ
コールモノメチルエーテル５０ｇに溶解した重合開始剤溶液との３種類の滴下液をそれぞ
れ別々の滴下装置にセットし、フラスコ内を１０５℃に保ちながら同時に２時間かけて滴
下した。滴下終了後、１０５℃で１０時間攪拌することによって、重合体（Ｐ－１）の溶
液を得た。
【０１６２】
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　次いで、上記で得られた重合体（Ｐ－１）の溶液を固形分が６０％になるよう調整し、
重合禁止剤としてｐ－メトキシフェノール０．１ｇを仕込み、空気気流下で攪拌を開始し
、昇温して８０℃に到達した時点で４－ヒドロキシブチルアクリレートグリシジルエーテ
ルを３９ｇと触媒としてトリフェニルホスフィン０．４ｇを仕込み、更に１１０℃まで昇
温を続け、１１０℃にて１０時間撹拌することによって、重合体（Ｐ－２）の溶液を得た
。
【０１６３】
　重合体（Ｐ－２）の溶液から溶媒の一部を減圧留去し、重合体（Ｐ－２）の９０％溶液
を得た。この重合体（Ｐ－２）の重量平均分子量（Ｍｎ）は６，４００で、酸価は９５ｍ
ｇＫＯＨ／ｇであった。次いで、重合体（Ｐ－２）の９０％溶液１０ｇにジメチルエタノ
ールアミン１．５ｇ（１．０当量）と水１５ｇを加え、２５℃にて１時間撹拌した後、更
に水で希釈し、本発明の含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂（Ａ１）を２０％含有する
水溶液を得た。
【０１６４】
　比較例１（比較対象用含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂）
　撹拌装置、温度計、冷却管、滴下装置を備えたガラスフラスコに、溶媒として１，３－
ビス（トリフルオロメチル）ベンゼン７３．１ｇを仕込み、窒素気流下にて攪拌しながら
１０５℃に昇温した。次いで、ラジカル重合性不飽和単量体（Ｘ１）４１．８ｇと、２－
ヒドロキシエチルメタクリレート８０ｇと、ラジカル重合開始剤としてｔ－ブチルペルオ
キシ－２－エチルヘキサノエート１８．３ｇを１，３－ビス（トリフルオロメチル）ベン
ゼン１５３．１ｇに溶解した重合開始剤溶液との３種類の滴下液をそれぞれ別々の滴下装
置にセットし、フラスコ内を１０５℃に保ちながら同時に２時間かけて滴下した。滴下終
了後、１０５℃で１０時間攪拌することによって、重合体（Ｐ’－１）の溶液を得た。
【０１６５】
　次いで、上記で得られた重合体（Ｐ’－１）の溶液に、重合禁止剤としてｐ－メトキシ
フェノール０．０８ｇ及びウレタン化触媒としてオクチル酸錫０．０６ｇを仕込み、空気
気流下で攪拌を開始して６０℃に保ちながら、２－アクリロイルオキシエチルイソシアネ
ート８５ｇを１時間かけて滴下した。滴下終了後、６０℃で１時間攪拌した後、８０℃に
昇温して５時間攪拌することにより反応を行い、ＩＲスペクトル測定によりイソシアネー
ト基の吸収ピークの消失を確認した。次いで、反応溶液中に生成した固形物をろ過で除去
した後、溶媒の一部を減圧留去し、比較対象用含フッ素活性エネルギー硬化型樹脂（１’
）を５０％含有する１，３－ビス（トリフルオロメチル）ベンゼン溶液を得た。比較対象
用含フッ素活性エネルギー硬化型樹脂（１’）の重量平均分子量は３，３００であった。
【０１６６】
　比較例２（比較対象用含フッ素非活性エネルギー硬化型樹脂）
　重合体（Ｐ－１）の溶液１０ｇにジメチルエタノールアミン１．５ｇを加え、２５℃に
て１時間撹拌した後、更に水で希釈し、比較対象用含フッ素非活性エネルギー硬化型樹脂
（２’）を２０％含有する水溶液を得た。
【０１６７】
　実施例２（活性エネルギー線硬化型樹脂組成物）
　活性エネルギー硬化型親水性樹脂の水溶液（Ｂ１）１００部と光重合開始剤としてチバ
スペシャリティーケミカルズ社製「イルガキュア５００」１．６とを混合し溶解させて、
活性エネルギー線硬化性組成物のベース組成物を得た。
【０１６８】
　このベース組成物１００部に、含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂（１）を樹脂分と
して１部となる量を加えて混合し、本発明の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物（１）を
得た。次いで、この活性エネルギー線硬化型樹脂組成物（１）をアプリケーターにて乾燥
後の膜厚が２０μｍとなるようにガラス基板に塗布し、これを２５℃の乾燥機に１０分間
入れた後、８０℃の乾燥機に１０分間入れて媒体を揮発させ乾燥塗膜を得た。
【０１６９】
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　次に、乾燥塗膜に紫外線硬化装置（空気雰囲気下、高圧水銀灯、紫外線照射量８ｋＪ／
ｍ２）で紫外線（ＵＶ）を照射して硬化させ、硬化塗膜を得た。得られた硬化塗膜のレベ
リング性、防汚性を下記方法に従って評価した。評価結果を第１表に示す。
【０１７０】
　・硬化塗膜のレベリング性の評価方法
　硬化塗膜を目視で観察し、下記基準に従って硬化塗膜のレベリング性を評価した。
【０１７１】
　＜レベリング性の評価基準＞
　Ａ：塗膜が平滑でムラが見られないもの
　Ｂ：塗膜にわずかにムラが見られるもの
　Ｃ：ムラがひどく、成膜が出来ないもの
【０１７２】
　・硬化塗膜の防汚性の評価方法
　硬化塗膜の水及びｎ－ドデカンの接触角と汚れ付着防止性を下記方法に従って評価した
。
　＜水及びｎ－ドデカンの接触角の測定＞
　接触角測定装置（協和界面科学株式会社製「ＭＯＤＥＬ　ＤＭ－７０１」）を用いて、
水及びｎ－ドデカンの接触角を測定した。
【０１７３】
　＜汚れ付着防止性の評価＞
　硬化塗膜の表面に、フェルトペン（寺西化学工業株式会社製「マジックインキ大型青色
」）で線を描き、その青色インクの付着状態を目視で観察することで汚れ付着防止性の評
価を行った。なお、評価基準は下記の通りである。
　Ａ：防汚性が最も良好で、インクが玉状にはじくもの。
　Ｂ：インクが玉状にはじかないものの、線状のはじきが生じ、線幅がフェルトペンのペ
ン先の幅の５０％未満であるもの。
　Ｃ：インクの線状のはじきが生じ、線幅がフェルトペンのペン先の幅の５０％以上１０
０％未満であるもの。
　Ｄ：インクがまったくはじかず、表面にきれいに線が描けてしまうもの。
【０１７４】
　比較例３（比較対象用活性エネルギー線硬化型樹脂組成物）
　含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂（１）のかわりに比較対象用含フッ素活性エネル
ギー硬化型樹脂（１’）を用いた以外は実施例２と同様にして比較対象用活性エネルギー
線硬化型樹脂組成物（１’）を得た。これを用いて硬化塗膜を作製し、実施例２と同様の
評価を行い、その結果を第１表に示す。
【０１７５】
　比較例４（同上）
　含フッ素活性エネルギー線硬化型樹脂（１）のかわりに比較対象用含フッ素非活性エネ
ルギー硬化型樹脂（２’）を用いた以外は実施例２と同様にして比較対象用活性エネルギ
ー線非硬化型樹脂組成物（２’）を得た。これを用いて硬化塗膜を作製し、実施例２と同
様の評価を行い、その結果を第１表に示す。
【０１７６】
　比較例５（同上）
　活性エネルギー線硬化型樹脂組成物（１）のかわりに、実施例２で用いたベース組成物
１００部を用いた以外は実施例２と同様にして比較対象用活性エネルギー線硬化型樹脂組
成物（３’）を得た。これを用いて硬化塗膜を作製し、実施例２と同様の評価を行い、そ
の結果を第１表に示す。
【０１７７】
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【表１】

【０１７８】
　第１表の脚注
　測定不可：均一な塗膜ができなかったため、測定できなかった。
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